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特別欄。
日本船主協会第53回通常総会

海運ニュース0
　国際会議レポートO
L新SOLASV章承認される
　一IMO第72回海上安全委員会（MSO）の模様について一

麟灘翻訳㈱脚躯・につい・検講台

、菌繍羅纒縣鯉麟て　
　一国際船舶制麟進講類会第12回会合の離につして　

3．米国新規運航補助制度について
　一米国運輸省連邦海事局年次報告書より一

寄稿⑳

lTの波が海運へ
百簾駕鶴鶴ら。一ブ雛・…

寄稿⑱
グローバリゼーションと大型化

　一相次ぐ大型コンテナ船の竣工について一
　巳本郵船詞査グループ定朋給調査チーム長増田聡

Kobe便り㊥
潮風満帆㊥

　こんなこともありました。
　船員災害防止協会専務理事　大谷浩二
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海運日誌⑳　海運統計㊥

い　
船協だより㊥　編集後記㊨
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日本船主協会第53回通常総会撫
＼蕊
　特ミ・・〉、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、“∵二　　r娘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、一目「一い’ヅマ『

　　　　　　　　　　諒…撫。・、一＿＿＿＝凱．副・騨ご懸欝醤凝ド

　当協会は、平成／2年6月21日、日本海運倶楽

部において第53回通常総会を開催、平成12年度

事業計画、第53回通常総会決議などを検討し、

何れも原案通り承認した。

　特に、決議については、国際水準並みの競争

環境整備（国際的イコール・プッディング）の

実現等わが国海運の競争力強化のための施策を

求めていくことをはじめとした4項目の提言を

全会一致で採択した。

●第53回通常総会の模様
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轡磯⑳

決

　グローバリゼーションと情報技術革命の進展

に伴い、ニューエコノミーとも称される新たな

経済活動が広がりつつある現在、わが国経済を

本格的な回復軌道に乗せ、来るべき21世紀にお

いてもわが国が世界経済の中で重要な役割を果

たしていくためには、経済・社会全般にわたる

構造改革が直ちに実行されなければならない。

　わが国外航海運は、情報通信の発達により地

球規模での輸送ニーズが高度化・多様化する中

で、世界貿易におけるトータルロジスティ．ック

スの中核を担う海運の役割が増大することを認

識し、その重責を果たす必要がある。

　国内物流の大動脈である内航海運においては、

内航海運暫定措置事業の着実な実施と船腹需給

の適正化を図るとと．もに、モーダルシフトの担

い手としての積極的な役割をも果たすためには、

構造改善等の環境整備を推進し経営基盤を充実

することが急務である。

　海洋を活動の中心とする海運業界にとって船

舶の安全運航は当然の責務であり、当協会はか

ねてよりその徹底に努めている。地球・海洋環

境保全と資源の有効活用が人類共通のより重大

な課題となる21世紀には、それら課題に対する

海運産業全体としての一層積極的な取り組みが

強く求められる。したがって、当協会としては

環境問題についての諸対策、すなわちCO　2排

出量の削減をはじめ環境負荷の低減等、新しい

技術開発も含め積極的に取り組んでいく所存で

2㊥ぜんきようノzの2000
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ある。同時にクオリティ・シッビングの推進、

すなわちより質の高い海運サービスを国内外の

関係者との協力の下で追求することによりサブ

スタンダード船を排除するとともに、船舶のリ

サイクル（解撤）の促進に努める。

　また、世界的に海賊行為が増加傾向にあるば

かりか凶悪化の度合いを強めている現状を深刻

に受け止め、有効な防止対策の強化には国際協

力が不可欠であることから引き続き国内外での

働きかけを行っていく。

　かかる認識のもと、海運・海事産業の一大集

積国としてのわが国の立場を再認識し世界の中

で主導的な役割を担い続けるべく、下記項目の

実現を以って新しい世紀におけるわが国海運の

発展を期するものである。

　　　　　　　　　　記

1．国際水準並みの競争環境整備（国際的イコ

　ール・プッディング）等、わが国海運の競争

　力強化

　・船舶特別償却制度や圧縮記帳制度等の延長

　・特定外国子会社を対象とする連結納税制度

　　の早期導入

　・円滑な国際船舶制度推進に当たっての条件

　　整備

　・必要な財政資金の確保

2．社会・経済の急速な変化に即した構造改革

　の推進

　　・実状にそぐわない法制等の抜本的見直しと



　各種規制の撤廃・緩和

　・港湾関連諸問題の更なる改善

3．国際問題への適切な対応

　・実効ある海賊防止対策強化への働きかけ

　・外航船社間協定等に対する独禁法適用除外

　　制度の維持

　・アジア船主フォーラムを含む国際団体・機

　　関での積極的活動

4．船舶の安全運航と地球環境保全に向けての

取り組み強化

　・地球・海洋環境対策の推進

　・安全運航の徹底と海洋汚染防止体制の整備

　・クオリティ・シッビングの推進と船舶リサ

　　イクル（解撤〉の促進以上決議する。

決議案提案趣旨

（前文について）

　現在、グローバリゼーションとIT革命の

世界的な進展に伴い、新たな経済活動が広が

りつつあるが、わが国経済が本格的に回復し、

二十一世紀においても世界経済の中で重要な

役割を果たすためには、経済・社会全般にわ

たる構造改革が必要である。

　外航海運は、地球規模での輸送ニーズが高

度化・多様化する中で、海運の役割と重要性

が増大していくことを認識し、その重責を果

たすことが求められている。

　内航海運においては、内航海運暫定措置事

業を着実に実施し、船腹需給の適正化を図る

とともに、モーダルシフトの担い手としての

役割をも果たすべく、構造改善等の環境整備

を推進し、経営基盤の充実を図る必要がある。

　われわれ海運業界にとって船舶の安全運航

は当然の責務であり、当協会はかねてよりそ

の徹底に努めているが、今後ますます重要に

なる環境問題に積極的に取り組んでいく所存

である。また、海賊被害の現状を深刻に受け

止め、有効な防止対策の強化には国際協力が

不可欠であることから、引き続き国内外での

働きかけを行っていきたい。

（決議項目の内容について）

第一項　国際水準並みの競争環境整備、す

　　　　なわち、国際的イコール・フッテ

　　　　ィングの実現等わが国海運の競争

　　　　力強化のための施策を求めていく。

　　　　特に、本年度末に適用期限を迎え

　　　　る船舶特別償却制度や圧縮記帳制

　　　　度等の延長を関係方面に強く要望

　　　　するとともに、円滑な国際船舶制

　　　　度推進に当たっての条件整備、さ

　　　　らには船舶建造等に必要な財政資

　　　　金の確保などを求めていく。

第二項　社会・経済の急速な変化に即した

　　　　構造改革の推進によ．り、実状にそ

　　　　ぐわない法制等の抜本的見直しと

　　　　各種規制の撤廃・緩和を求めてい

　　　　く。

第三項　実効ある海賊防止対策強化への働

　　　　きかけをはじめ、アジア船主フォ

　　　　ーラムを含む国際団体・機関にお

　　　　いて積極的に活動し、国際問題に

　　　　適切に対応することを表明してい

　　　　　く。

第四項　船舶の安全運航と地球環境保全に

　　　　向けての取り組みをさらに強化し

　　　　ていく決意を表していく。

せんぎょう1μ‘v2000魯3



勧⑳磯

平成12年度事業計画

1　海運対策の推進

（1）国際船舶制度の円滑な推進と日本商船隊

　　の国際競争力強化のための諸政策の実現

②　サブスタンダード船の排除・クオリティ

　　シッビング問題への対応

　（3）船舶解撤（シップ・リサイクリング）対

　　策の推進

　（4）各部会に係る諸問題への対応

2　海運関係税制等の充実

　（1）海運関係税制等の拡充

　｛2）租税条約等外国税問題

　（3）海運企業の経理・財務問題

3　船員対策の推進

　（1）国際船舶制度推進に必要な外国人船員の

　　資格取得の促進と95STCW条約への対応

　（2）将来的な船員不足への対応と必要船員の

　　確保

　（3）船員教育および船員訓練機関のあり方に

　　ついての検討

　㈲　船員の社会保険制度への対応

　㈲　船員職業安定法の改正への対応

　伺　ILO条約等の改正への対応

　（7）アジア諸国との船員問題の検討

　圖　その他

　　・海技免状および関連資格取得対策

　　・乗組員の安全対策

　　・船員の福利厚生問題

　　・その他の船員対策の推進

4．環境対策の推進

（1）環境保全全般に係る諸問題への対応

（2）環境行動憲章・行動方針の策定

　（ω　地球温暖化防止に関する諸問題

　（4）海洋汚染防止に関する諸問題

　（5）海上災害防止対策

　（6）大気汚染防止に関する諸問題

　（7＞諸外国におけるバラスト水排出規制問題

5．国際問題への対応

　（1＞外航船社間協定に対する独占禁止法適用

　　除外制度

　（2〕WTO海運問題

　（3）アジア船主フォーラム

　（4）各国海運政策への対応

　　①　米　国

　　②その他諸国

　（5）OECD海運問題

　（ω　二国間海運問題

　（7）国際海運関係機関および国内関係団体と

　　の連携・協調の維持

6．規制緩和問題への対応

7，海賊防止対策

8，法務保険問題への対応

　ゆ　IMO法律委員会

　（2｝国際油濁補償基金総会・理事会

　（3）船舶に係る保険問題

　㈲　その他

　　・漁場油濁被害救済基金

4§せんきょう’㍑♂y2000



9．情報システム化の推進と貿易手続きの簡易

化問題への対応

（1）ワンストップサービス実現への対応

　〔：2）その他

　　・UN／ED正FACT

10．港湾諸問題への対応

　〔D　港湾関係諸料金適正化

　（2｝水先業務への対応

　樹　港湾運送事業法・港湾労働法改正に伴う

　　諸問題

　㈲　港湾法改正に伴う諸問題

　（5｝3社Joint　Report（対FMC）への対応

　樹　米国港湾ユーザーフィーへの対応

　の　その他

　　・海外の港湾関係諸料金問題への対応

　　・コンテナ関連業務

11，船舶の安全確保と運航の効率化

　（1）船舶の建造および保船業務に関連する諸

　　問題

　〔2）海上人命安全条約（SOLAS条約）改正

　　への対応

　（3）ポート・ステート・コントロール（PSC）

　　への対応

　㈲　舶用燃料油対策

　紛　海上無線通信の改善

12．海上交通および港湾水路の安全対策の推進

　ω　海上交通安全対策

　（2｝マラッカ・シンガポール海峡の航行安全

　　対策

　（3）その他

　　・諸外国における運航規則に関する情報の

　　　豚集及び周知

　　・．国際紛争等に伴う船舶の航行安全対策の

　　　実地

　　・船舶の安全に関する情報の周知

13．広報活動の推進

　（1＞オピニオンリーダー、マスコミ向け広報

　（2）会員向け広報

　（3｝学校・教師向け広報

　㈲　海の日関連広報

　〔5）一・般向け広報

14．調査ならびに統計出版活動

　（D　政策関連調査の推進

　吻　商船船腹ならびに海運等に関する統計資

　　料・情報の収集・整理

生田会長挨拶

　第53回総会にあたり、一言ご挨拶申し上げま

す。

　本年度は21世紀への橋渡しの年度に当たりま

すが、私たちは、今、IT革命という人類史上初

のグローバルな規模での産業革命が進行する時

代の中にいると言っても過言ではありません。

このことは、情報通信技術の飛躍的な発展によ

るIT革命の進展が、近年大きく進んだグロー

バリゼーションと相月って、我々人類の経済・

社会活動を未だ嘗て経験したことのない広がり

せんきょう1z‘’v2000§5



門門⑬

をもって革新しつつあることを示しているとい

えます。

　このような中、我が国経済は、ユ999年度の実

質国内総生産が、前年度を、0．5％上回り、実に

3年ぶりにプラス成長を示しました。しかしな

がら、企業収益の着実な改善や、IT関連を中

心とした設備投資が回復を示しているものの、

経済・社会の構造調整が本格化する中、景気回

復の足取りは弱く、未だ確実に本格的な自律回

復の展望が開けたとは言い切れません。世界経

済に目を転じますと、史上最長の経済成長を続

けている米国経済を筆頭に、欧州経済も順調に

成長を示し、アジア経済も底入れを果たし本格

的回復を見せている中、一人立ち遅れた形の我

が国は本格的な景気回復へ向けて正念場を迎え

講
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難

．
．
．
可
．
．
．

ているといえます。

　さて、このように地球規模で大き

く変貌しつつある世界そして日本の

中で、新しい世紀、21世紀において、

我々日本海運はどのように進んでい

くことが求められるのでしょうか。

　今日、地球上の60億人を超える入

間の日々の生活の為には、エネルギ

ー資源をはじめとする原材料や、あ

りとあらゆる消費財が、世界中に展　　一

開する生産拠点へ、そして消費市場

へと輸送されることが必要とされま

す。新しい世紀には、情報通信技術

の一層の発達により地球規模での輸

送ニーズが益々高まるものと考えら

れ、世界貿易におけるトータル・ロ

ジスティックスの中核を担う我々海

運産業の役割は、世界経済の持続的成長を支え

る重要なインフラとして、今まで以上にその重

要度を増すものと考えます。

　我が国外航海運が、そうした重要な役割を担

い続けていく為には、先ず、国際水準並みの競

争条件整備、所謂、国際的イコール・プッディ

ング等、国際競争力の強化が必要とされます。

　特に、今年度、租税特別措揖の期限切れとな

る、船舶に対する特別償却制度は、国際基準か

らみると、それ自体未だ不十分な内容ではあり

ますが、現状、日本海運にとっては誠に貴重な

税制であります。本来、諸外国の同様制度に近

い水準となるように改善を要望したいところで

はありますが、本年は、先ず、その存続を強く

求めていきます。また、税制の国際的イコール

6憩ぜんきようヵ砂2000



・プッディングの観点から経済界を挙げて求め

ている企業の連結納税制度は未だ実現に至らず、

特に海運が必要とする、連結納税対象に海外子

会社を加えることには更に時間を要するものと

いわれておりますが、我が国海運企業は海外に

多くの仕組船会社を所有していることからも、

特定海外子会社を対象とする連結納税制度の早

期導入を求めていきます。更には、経済・社会

全般に亘る構造改革の推進が叫ばれて久しいも

のがあり、既に多くの実状にそぐわない法制等

の見直しや各種規制の撤廃・緩和が進められて

いますが、未だ実現できていないものも多く、

引き続き推進していきます。

　さて、21世紀は環境の世紀とも言われますが、

当協会では、昨年7月に環境対策特別委員会を

設置し、我々自身の環境問題への認識を深める

べく、本年3月に「海洋環境シンポジウム」を

開催しました処、大変多くの方にお集まりいた

だき、環境問題への関心の高まりを痛感した次

第です。海運は、環境に優しい輸送モードとい

う特性を有しており、物流が益々拡大するこれ

からの時代に最も適した輸送モードといえ、今

後とも、地球・海洋環境保全に向けて取り組み

を強化していきます。また、広い視野から海洋

環境保全を考えた時、船舶の安全運航の徹底が

是非とも必要であり、かねてよりその徹底を期

しておりますが、より一層の取り組みを図って

いきます。

　こうした我々の努力に対して、重大な障害と

して、近年、世界的に、頻発化・凶悪化の度合

いを深めている、海賊行為が挙げられます。本

年3月、4月に我が国政府の呼びかけで、海賊

問題に関する国際会議が開催され、その防止対

策の強化に向けて第一歩が踏み出され、大きな

前進を見ることができましたことに、先ず感謝

と敬意を表したいと思います。しかしながら、

船舶・貨物はいうに及ばず、船員の人命をも危

険に晒す行為の撲滅には、国際協力が不可欠で

あり、引き続き国内外で働きかけていきます。

　環境問題に関連して申し上げれば、既に、国

内物流の大動脈としてトンキロ・ベースで国内

の全輸送の約42％を占めている内航海運にあっ

ては、モーダルシフトの担い手として積極的な

役割を果たすことが期待されます。この為にも、

構造改善等の環境整備を推進していくこととな

りますが、当協会としても、内航総連と連携し、

関係方面への働きかけ等に協力していきます。

　このように、我々海運産業は、産業全体とし

ても、個々の企業としても、アジア船主フォー

ラムや国際海事機関等の国際団体・機関での活

動を通じて、多くの課題を議論し、解決へ向け

ての新たなルール作りを行ったり、または、現

在のルールの見直し、対策強化を図っています。

このような様々な国際問題に対し、当協会では、

世界の中で主導的な役割を担うべき海運国とし

ての我が国の立場を再認識し、一層適切な対応

を行うべく努力していきます。

　私は、決意を新たにし、本日、全会一致をも

って採択されました総会決議に掲げられた諸施

策の実現に向け、微力ながら全力を尽くす所存

でございます。皆様の一層のご指導・ご鞭揺を

賜りますよう、お願い申し上げます。

什∴．キト熟　L．L．りAnハ魯　7



閥EW5閥EWslこ王W5脳5羅轡§灘§

1

；晦

国際会議レポート

・．繋．

新SOLASV章承認される
　　lMO第72回海上安全委員会（MSC）の模様について一

　国際海事機関（IMO）第72回海上安全委員会

（MSC）が平成12年5月17目から5月26日にか

けて、ロンドンのIMO本部において開催され

た。その主な審議概要は、船舶の航行設備に関

する規定を全面的に見直す”SOLASV章の改

正”およびこれに付随して新たに搭載すること

を義務付けようとする船舶自動識別装概（AIS）

と航海データ記録装置（VDR）、エリカ号の沈

没事故に伴い更に重要度が認識されつつある船

舶の検査に関するガイドラインの改正、および

海賊事件の捜査に関するIMOコードの策定等

をはじめ、各小委員会における審議報告等次の

とおりである。

1，SOLASV章の全面改正

　1993年より同章の全面改正について検討され

てきたが、昨年の航行安全小委員会（NAV）で

最終化され今次会合での承認となった。A工Sお

よびVDRの審議結果については次のとおりで

あり、新V章は本年11月に開催が予定されてい

るMSCで採択された後、2002年7月1口発効

の見込みである。

（1）船舶自動識別装置（AIS）

　　昨年（1999年）9月に開催された第45回航

　行安全小委員会（NAV）において現存船への

　適用が各船種および大きさ毎に段階的に導入

　することが合意されたことから今次会合では、

　その適用期日について審議された。

　　現存タンカーの搭載期日については、設置

　工事に際しターミナルにおいて火気使用の制

　限があることや、供給体制に問題があること

　から、2003年7月ユ日以降の最初のドライド

　ックまでとする日本の提案に対し、米国は

　NAV　45での妥協案である原案を支持した。

　また、国際海運会議所（ICS）は、供給体制の

　問題を解決するため、タンカーを他の貨物船

8§せんぎょう∫吻2000



）

と同じ扱いとし各適用期日以降の最初の年次

検査までとする提案を行った。

　各国の支持は日本提案と米国提案に分かれ

たが、議長の調停案により、タンカーについ

ては、2003年7月1日以降の最初の安全設備

証書の検査時までとすることで合意された。

但し、安全設備証書の検査日とは具体的にい

つを指すのか明確でないため、これについて

はブラケット付きとし次回MSC　73にて審議

することとされた。

搭載が義務付けられる船舶と適用期日

　国際航海に従事する300GT以上の全船舶

および国際航海に従事しない50QGT以上の

貨物船およびすべての旅客船は以下に従い

AISを搭載しなければならない。

．1　2002年7月1日以降の新造船

．2　2002年7月1日以前に建造された国際航

　海に従事する船舶は、

　．2．1　旅客船については2003年7月ユ日ま

　　で

　．2．2　タンカーについては、2003年7月1

　　日以降の最初の［安全設備証書の検査時

　　まで］

　2．3　タンカー・旅客船を除く50，000GT

　　以上の船舶は、2004年7月1日まで

　．2．4　タンカー・旅客船を除く、10，000GT

　　以上50，000GT未満の船舶は、2005年7

　　月1日まで

　．2．5　タンカー・旅客船を除く、3，000GT

　　以上10，000〔汀未満の船舶は、2006年7

　　月1日まで

　2．6　タンカー・旅客船を除く、300GT以

　　上3，000GT未満の船舶は、2007年7月

　　1日まで

．3　2002年7月1日以前に建造された国際航

　　海に従事しない船舶は、2008年7月1日ま

　　で

　．4　主官庁は、船舶が規定された施行日以後

　　2年以内に業務を恒久的に終了する場合に

　　は、適用を免除することができる。

〔2〕航海データ記録装置（VDR）

　　VDRは航空機におけるフライトレコーダ

　一と同様、船舶が沈没した後事故調査のため

　に全く情報が得られない状況における原因究

　明のための装置である。わが国はその有効性

　を認めるものの、搭載船舶の安全に直接寄与

　するものでなく費用対効果の面で全船に設置

　義務を課すのは過大であるとの理由から、適

　用を新造旅客船およびRO－RO船のみとする

　提案を行い、多くの国がこれを支持した。し

　かし現存船を含めすべての船種に適用すべし

　とする米国および英国提案を支持する主とし

　て欧米諸国と意見が対立した。議長は、旅客

　船およびRO－RO船は新造、現存問わず適用、

　貨物船については現存船への適用がセンサー

　等の取付け工事の困難さなど技術的問題があ

　ることから、3，000トン以上の新造船に適用

　とする調停案を提示したが、米国はこれを留

　保し、英国は議長の調停案に対して現存のタ

　ンカー及びバルクキャリアーを含めることを

　提案した。激しい議論の末、議長の前記調停

　案が、次回MSC　73での採択のため回章され

　るととなったが、日本は留保を表明し次回

　MSC　73に文書を提出することとなった。

搭載が義務付けられる船舶（国際航海に従

事する場合）と適用期日

ユ．　2002年7月1日以降の新造旅客船

2．　2002年7月1日以前に建造されたRO－

　RO旅客船は20Q2年7月1日以降の最初の

　年次検査まで

せんぎょう1κτv2000§§9
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3．RO－RO旅客船以外の2002年7月／日以

　前に建造された旅客船は2004年／月1日ま

　で

4．　2QQ2年7月1日以降に建造された旅客船

　以外の3，000GT以上の新造船

2、タンカーおよびバルカーの検査強化に関す

　るガイドラインA．744（18）の改正

　「長さ130m以上で船齢10年を超えるタンカ

ーの縦強度を、旗国検査時に評価し、一定の基

準以上の縦強度を持つこと」とする改正案が承

認された。これはナホトカ号事故の再発防止対

策として日本が提案したものであり第43回設計

設備小委員会（DE）において合意され、当初

MSC　75での採択が見込まれていたが、エリカ

号事故が契機となり緊急案件として今次会合で

の承認となったものである。また、ナホトカ号、

エリカ号による海洋汚染事故の重大性に鑑み、

ドライドックで船底検査を実施することが船の

構造欠陥の発見に対して有効であるとの考えか

ら、「船齢15年以上の油タンカー及びバルクキ

ャリアーの船底検査は、ドライドックで実施し

なければならない」との改正案がフランスより

提案され承認された。両改正を取り込んだA．

744（18）の改正は、次回MSC73において採択

され、発効予定は2002年7月1日。

3．海賊及び船舶に対する武装強盗

　IMO事務局より最近の海賊事件発生状況に

ついて報告がなされ1998年と1999年の比較にお

いて減少している地域がある一方、東南アジア

地域が増加していることが報告された。なお、

IMOにて集計されたデータによれば1999年の

海賊事件発生件数は309件であり、前年に比べ

47％の増加となっている。また、専門家の派遣、

地域セミナーの開催という2つのステージによ

って構成される海賊対策プロジェクトが、今年

3月に開催されたムンバイでのセミナーをもっ

て完了したことが報告された。また、ムンバイ

の他、シンガポール、ブラジル、ナイジェリア

において開催たセミナーから提案された「海賊

事件に関する捜査と訴追に関するコード」につ

いては、同コード策定のため設立されたコレス

ポンディンググループの議長国である英国より

設立経緯、付託事項の説明がなされ、MSC　73

に最終化すべく同グループが継続して検討する

こととなった。

　また、アロンドラレインボー号事件を契機と

して日本の小渕恵三前首相の提案により海賊対

策国際会議が今年3月と4月に日本で開催され

たことが紹介され、わが国より会議の結果「ア

ジア海賊対策チャレンジ2000」および「東京ア

ピール」が採択され、海賊問題の解決には、国

際協力・連携が不可欠であるとの共通の認識の

下、今後の具体的な連携・協力の分野について

活発な意見交換が行われたことが報告された。

また、わが国は、これら一連の会議の結果を踏

まえ、海賊及び船舶に対する武装強盗対策に係

る国際的な連携・．協力を一層強化し、アジア周

辺海域における航行安全の確保に貢献していき

たい旨発言した。

4．その他の重要案件

（1）防火に関するSOLAS且一2章の改正

　　同章は1994年より総合見直しが行われてい

　たが、第44回防火小委員会（FP）において最

　終化されたものに若干の修正を施し承認した。

　次回MSC　73で採択され2002年7月1日発効

　予定。

　　なお、新H－2章は原則として2002年7月

　1日以降に建造された船舶に適用されるが、

　次の要件は現存船にも適用される。
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　・固定式局所用消火装置（2000GT以上の現

　　存旅客船）

　・深目鍋調理器具用の消火装置等

　・非常脱出用呼吸具

　・E編に定める操作要件

　・タンカーのポンプルームに求められる規則

　　の一部

　・温度センサー、炭化水素ガス濃度の連続モ

　　ニタリング目遣、ビルジウェルモニタリン

　　グ装置の設置

②　船上におけるアスベストの使用禁止

　　アスベストの新規設置を原則禁止すること

　で第43回設計設備小委員会（DE＞の場で合意

　された条約改正案が今次会合において承認さ

　れ、次回MSC　73において採択されることと

　なった。発効予定は2002年7月1日。

〔3）航路指定および船舶通報制度

　・NAV　45において承認されている次の航路

　　指定等が採択された。発効は本年12月1日。

　①チリのlquique港およびPunta　Arenas

　　港へのアプローチ用分離通航方式

　②ペルーのPaita　Bay港、　Perto　Callao港、

　　Puerto　San　Martin港およびPuerto　Ilo港

　　へのアプローチ用分離通航方式

　③中国の1⊥1東岬（Chengsham　Jiao　Promon－

　　tory）沖水域における分離通航方式と強制

　　船舶通報制度

　④米国カリフォルニア沿岸を航行する船舶

　　の推薦航路

　　300総トン以上の船舶及びバラ積みの危険

　　物積載船舶を対象とし推薦航路が追加修正

　　を施した上で採択された。

　・カスケー沖（Les　Casquet9）及び付近水域

　　における強制船舶通報制度

　　　エリカ号事故に係わる船舶安全の強化の

　　一つとして、カスケー沖及び付近の沿岸海

　　域の分離通航帯における、300GT以上の

　　船舶を対象とした強制船舶通報制度の導入

　　がフランスより提案された。本件は7月に

　　開催されるNAV46にて審議される予定。

（4）北大西洋アイスパトロール（SOLAS条約

　V章）

　　第70回海上安全委員会においてアイスパト

　ロール維持管理費の分担方法の見直しに関し

　合意されたことから、今次会合において採択

　されることとなっていたが、米国は国内事情

　を理由にこれを撤回し、現行規則と同内容の

　規則案を提案した。該当改正案文全体をスク

　エアブラケット付きとし、実質的な審議、採

　択は次回MSC　73で行うこととなった。

㈲　ヘリコプターランディングエリアについて

　の改正（SOLAS条約皿章28．2規則）

　　1997年7月以降に建造される長さ130m以

　上の旅客船にヘリコプターランディングエリ

　ア（HLA）の設置義務を課す条約の改正が1997

　年7月1目発効したが、費用対効果の観点か

　ら非RO－RO旅客船にHLAを要求すること

　は正当化できないとしてHLAに関する総合

　的安全評価（FSA）が1997年のMSC　68以来

　行われてきた。その結果、MSC　71において、

　HLAの設置をRO・RO旅客船に限定する内容

　の改正案が承認され、今次会合において採択

　された。本改正は、2002年1月1日に発効す

　る予定である。

（6）ばら積み貨物船の安全

　（イ｝ダービシャー号事故関連

　　　英国により、ハッチカバーに対する青波

　　の打込み荷重の実験結果が報告された。こ

　　れはダービシャ号沈没事故に端を発するも

　　のであり、バルクキャリアの構造強化につ

　　いての満載喫水線条約改正を目的としてい

　　る。日本、国際船級協会連合（IACS）回
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　から、実験条件等について問題点のあるこ

　となどが指摘され、次回の復原性・満載喫

　水線・漁船安全小委員会（SLF）で検討する

　よう要請された。

（ω　ばら積み貨物船の総合的安全評価（FSA）

　　1999年7月に発効したバルクキャリアの

　陰金対策に関するSOLAS条約XH：章の適

　用除外船への適用の検討など、バルクキャ

　リアの安全性向上に資するために英国主導

　で各国が参加して実施されているばら積み

　貨物船のFSA検討の非公式プロジェクト

　の中聞報告が英国より紹介された。日本も

独自のFSA検討の中間報告を行った。英

国は多聞報告の後、ハザードのランキング

作業を行うよう提案したが、IMOで本作

業を実施することの問題点がわが国を含む

各国から指摘され、ランキング作業は実施

されなかった。今後、本プロジェクトの作

業はIMOの外で実施され、結果がIMOに

報告され審議される予定である。尚、本プ

ロジェクト及び日本のFSA検討に対して

各国にコメントが要請されることが合意さ

れた。

内外情報

1

1．水先制度の今後のあり方を巡る検討につい

　て

規制緩和要望や経済審議会、行政改革委員会

等の指摘を受けた運輸省は、1997年7月、海上

安全船員教育審議会（安教審〉へ「水先制度の

今後のあり方について」諮問を行った。

【諮問理由1

　現行の水先制度については、水先法制定以来適宜見直しを行い、制度の整備に努めてきたとこ

ろである。

　しかしながら、最近の社会’1青勢の変化に伴う規制緩和の動きや港湾整備の進展、船舶の交通情

勢の変化、船舶の技術革新、日本入船員を取り巻く環境の著しい変化等、水先制度に大きな影響

を及ぼす諸般の情勢の変化に対応するため、水先人の免許要件、水先区及び強制水先のあり親等、

今後の水先制度のあり方について諮問するものである。

【安教審の水先関係委員会】

安教審水先部会
部会長：加藤俊平東京理科大学教授

水先料金問題検討委員会　　水先区の設定等に関する検詞会　　水先人の免許等に関する検討会

当協会を含めた三者構成 委員長：加藤俊平東京理科大学教授　　委員長：久々宮真前東京商船大学学長
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　これを受けて開催された安固審水先部会（部

会長：加藤俊平東京理科大学教授）において、

「水先区の設定等に関する検討会」（委員長：加

藤俊平東京理科大学教授）および「水先人の免

許等に関する検討会」（委員長：久々宮久前東京

商船大学学長）を新たに設置することとし、当

面の検討項目である水先区及び強制水先のあり

方および水先人の免許要件等についての専門的

な検討が委ねられることになった。

　なお、水先部会の下部機構としては、この他、

前回の水先料金改定時の1992年7月に、当．協会

からの要望を受けて「水先料金問題検討委員会」

（当協会／運輸省／㈹日本パイロット協会の三

者構成）が別途設置され、水先料金体系の見直

しについて検討している。

　それぞれの検討会遇での審議状況は概要以下

の通りである。

2．水先区の設定等に関する検討会の審議状況

　「水先区の設定等に関する検討会」においては、

神戸港をはじめとする300総トン強制区である

港湾管理者からの強制対象船舶の見直し（トン

数緩和）を内容とする規制緩和要望について審

議を行っている。

　これまでに取り上げた強制区は神戸港および

横浜港で、同検討会での結論を元に水先部会で’

審議された結果、神戸港については、強制対象

船舶を300総トン以上から1万総トン以上へ

（1998年7月実施）、横浜港については、危険

物積載船を除く強制対象船舶の同3千総トン以

上への引き上げ（1999年7月実施）がそれぞれ

認められた。

　本年度は、同様に強制対象船舶の見直しの要

望が出ている関門港について審議を開始するこ

ととし、本年5月30日に開催された第1回検討

会では、今後の進め方について討議するととも

に港湾管理者の要望概要についてのヒアリング

が行われた。その結果、今後の進め方としては、

港湾管理者をはじめとした関係者のヒアリング

を行い、論点整理を行った上で、年内を目途に

取り纏めを行うこととした。また、神戸・横浜

と1司様に、審議を円滑に進めるため、㈹日本海

難防止協会　水先問題検討会において、シミュ

レーションによる評価等を並行して検討するこ

ととされた。

　なお、関門区の強制は現行では、①関門水先

区内の入出港船：300総トン以上、②通1峡船：1

万総トン以上、の2種類の強制体制となってい

る。港湾管理者からの規制緩和要望は経済的観

点から、①の対象船舶の見直しであるが、同区

内における海難事故が多いことから、関門水先

人会戦の現地関係者の要望により、②の通峡船

1万総トン以上の見直し（トン数強化）につい

ても本検討会で併せて審議することなった。

　同検討会は、本年7月ユ8日に2回目の会合を

開催することとしており、当．協会をはじめとす

る関係者のヒアリングを行うこととしている。

3．その他検討会の審議状況

①水先料金問題検討委員会

　　　当．協会および㈹日本パイロット協会の料

　　金体系見直しに関する提出項目に基づき審

　　議を行っている。当協会からは項目として、

　　夜間割増をはじめ大型船二人乗り料金等の

　　見直しを提出している。なお、当協会提出

　　項目のうち、夜間割増の対象時間の短縮（日

　　出没前後1時間の廃止）等が取り纏められ、

　　水先部会の了承を経て、1998年4月より実

　　施された。

②水先人の免許等に関する検討会

　　　水先人の今後の需給見通しおよび水先免

　　許のあり方則について審議を行っている。
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1997年10月には、今後10年後には水先人の

需給の逼迫が予想されることから、その対

応策として、船長履歴3年の一定程度の短

縮、その他内航船・官公庁船船長も供給源

とする方法等を検討すべきとする、中間答

申が取り纏められている。

　上記の通り水先部会をはじめ三つの検討

会において、制定後50年以上を経過した水

先法およびそれに基づく水先制度そのもの

について検討が開始されている。

　このため、当’協会は港湾物流委員会にお

いて鋭意検討を行い、利用者である目零の

立場から抜本的に検討を行った上で、船主

意見の反映に努めることとしている。特に、

利用者の最大の関心事である水先料金水準

をはじめとした経済的な側面については、

水先部会等あらゆる機会をとらえ、改めて

料金問題を提起していくこととしている。

　　　　国際船舶制度の進捗状況を確認

　　　　一国際船舶制度推進調査委員会

　国際船舶制度推進調査第ユ2回委員会（委員長

　谷川久成膜大学名誉教授）が6月13日、開催

された（委員名簿資料1参照）。同委員会は海運

造船合理化審議会海運対策部会および同小委員

会の審議を円滑に進めるために日本船員福利雇

用促進センター（SECOJ）に1996年4月に設置

されたもので、1998年2月までに11回の会合が

開催されている。

　今般の会合は、前回会合以降2年4ヶ月ぶり

に開催されたもので、国際船舶を巡るこの間の

動きの報告を中心に検討が行われた。

　主な報告事項・当協会の対応等は以下の通り

である。

　承認制度

　船舶職員法の改正により、瓢CW条約締約国

の資格証明書の受有者であって運輸大臣の承認

を受けた者は船舶職員として日本船に乗組むこ

とができる制度（≡承認制度、資料2参照）が

1999年5月に導入された。

　2000年i月、承認制度に基づく承認試験がフ

ィリピン　マニラ市で開催され、48名（航海士

23名、機関士25名）が受験し全員が合格した。

第12回会合の開催について一
　　　　　　　　へ　　．究　　＼、　．．　．．．．＼　「’　　＼　　㌔

（その後、2000年6月に行われた承認試験では、

57名（航海士28名、機関士29名）が受験し全員

が合格した。）

　2000年3月末までに、これら承認船員を配乗

した国際船舶が3隻実現した（うち2隻は日本

人船・機長2名配乗船）。

　当協会は、国際船舶の船・機長2名配乗体制

への円滑な移行のためにはある程度の期間内に

必要・十分な承認船員数を確保する必要がある

ことから船社ニーズに合った承認試験が実施さ

れるよう要望した。

　船員法等関連資格

　国際船舶制度の進展に伴い、航海当直部員、

危険物等取扱責任者、安全担当者、消火作業指

揮者、衛生担当者等の船員法関係資格について

外国人船員に対応した制度の見直しが行われる

とともに、2000年2月にはフィリピンにおいて

外国人船員を対象として英語による船舶料理士

試験が実施され、受験者27名全員が合格した。

　当協会は、船員法関連資格のうち、「衛生管理

者」資格を簡便な方法で外国人船員に付与する

制度を創設するよう要望するとともに、船舶料
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理士試験については船社ニーズに応じて英語に

よる試験を外国で実施するよう要望した。また、

2002年2月以降航海当直職員全員に必要となる

電波法上の資格についても簡便な方法で外国人

船員に付与する方法を確立するよう要望した。

　若年船員養成プロジェクト

　若年船員養成プロジェクトは、外航商船での

乗船訓練など実践的な訓練を通して即戦力とし

て活躍できる能力を身につけた若年日本人船員

を養成することを目的｝こ平成10年10月より開始

された（制度概要は資料3参照〉。第1期訓練生

11名（航海科10名、機関科1名）は乗船訓練を

終え、本年4月から後期座学を受講中であり、

併せて就職活動を行っているところ。第2期訓

練生16名（航海科15名、機関科1名）は現在乗

船訓練中。第3期生（定員18名）については現

在訓練生を募集しているところ。

　本プロジェクトは、国家予算の補助を受けて

実施されているが、第1期・第2期とも定員30

名を大幅に下回る訓練生となったことなどから、

本委員会の下部組織である「国際船舶制度に係

る教育訓練スキーム及び外国人船員に対する海

技資格の付与の方法に関する検討会」（座長：加

藤俊平東京理科大学教授、以下「検討会」）で

制度の見直しの検討が開始されている。

　当協会は、本プロジェクトに対し、乗船訓練

のための船を提供するなど応分の協力を行って

きている。

　海運関口税制勉強会

　海運関連税制勉強会（座長：山下学東京経営

短期大学助教授、以下「勉強会」）は、海運造船

合理化審議会の報告書に盛り込まれた税制措置

をはじめとして今後基礎的・制度的な検討が必

要な海運関連税制に関する措置について取り上

げ、勉強するために設置された。勉強会は1998

年7月以降3回の会合を開催し、船員税制・ト

ン数税制等について各国の例などを参考に勉強

を行っているところである。

【資料1】

　　　国際船舶制度推進調査委員名簿

　　　　　　　　　　平成12年6月13日現在

　　　　　　　　　　　　（敬称略、50音順）

（委員長）

　谷川　　久　成田大学名誉教授

（委　員）

　粟田　房穂　㈱朝日新聞社社友

　五十畑　隆　㈱産業経済新聞社客員論説委員

　植村　保雄　㈹日本船主協会企画調整部長

小澤　寛謄臭i鷺鍵主声門
　片山　真人　㈹日本船主協会政策委員会幹事

　加藤　俊平　東京理科大学教授

　北山　　等　全日本海員組合国際汽船局長

　栗原宣彦㈱日本経済新聞社社友

　小林　　求　㈹日本船主協会政策委員会幹事

・殿俊昭塁繋笙磁器
　関内旬一郎　㈹日本船主協会政策委員会幹事

　玉置　和宏　㈱毎日新聞社論説委員

　中本　櫃夫　全日本海員組合外航部長

　松田　英三　㈱読売新聞社論説委員

三尾　　勝

山下　　学

（運輸省）

春成　　誠

中田　　徹

影山　幹雄

城石　幸治

田根　一美

森重　俊也

全日本海員組合総合政策部長

東京経営短期大学助教授

海上交通局海事産業課長

海上交通局外航課長

海上技術安全局船員部労政課長

海上技術安全局
船員部労働基準課長

海上技術安全局船員部教育課長

海上技術安全局
船員部船舶職員課長

　　　　　　　　　以上23名
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　　　心ヴ

　施策の具体化検討・フォローア

ップ等の体制について

　国際船舶制度が具体的に動き出

したことから、検討会の検討範囲

を変更して、「施策の具体化のた

めの検討・施策立ち上がり後のフ

ォローアップを行うための官労使

参加による検討会」として継続し、

施策の具体化のための検討、施策

立ち上がり後のフォローアップを

行うこととなった（資料4参照）。

憤料2】

承認制度の手続概要図

締約国資格証明書受有者

受　　講

国内海事法令講習く一．．．．．・．・・．

承認申請
・就業範囲

・乗船経験の確認

験
験
査

試
試
検

　
述
体

認　
口
身

承

合　　格

就業範囲の指定・承認

　・承認原簿に登録

　・承認証を交付

確認する知識・能力等

①海技に関する知識・

　能力

②国内海事法令に関す

　る知識

③身体適陛

④乗船経験

船舶職員として乗り組

み可

【資料3】

若年船員養成プロジェクトについて

1，スケジュール

　　　　　平成10年度 平成11年度 平成12年度

1。月1112123演56789101玉ユ2123、4567891。

1期生
（11名）

乗
船
前
訓
練

期
学
準

前
座

乗船訓練

　・船社提供の船舶による乗船訓練

　・16カ月の問に最低ユ2カ月乗船

後　期　座　学 終了

航海シミュレータ、機関シミュレータ等による乗船前の訓練

　　　　・海技大学校で実施

　　　　・実用英会話、2級受験のための学習等

　　　　・3級受検、海技資格取得

　　　　　　　　　　　　～

2期生　　　　　　｛
（16名）　　　　　　…
　　　　　　　　　　　　…

・期生　　　　i
（蕎翻＞　　i

2，予　算　　　　　　　　1

平成10年度予算　86百万円

平成11年度予算　86百万円

平成12年度予算　76百万円

　　　　・海技大学校で実施

　　　　・実用英会話、1・2級受験のための学習等

　　　　・2級受験、海技資格取得

　　乗
塵翠船　・…

　　練

　　　　　　　　i　　　。遜

　　　　　　　　…　　座礪

　　　　　　　　：
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【資料4】

施策の具体化検討 ・フォローアップ等の体制

政策企画立案段階←　　　　　　　　　　　．

…
…

→ 政策具体化実行段階

犬井部会長：

海運造船合理化審議会海運対策部会
@　　　　　平成8年3月28日検討開始

平成9年5月3D日
^輸大臣に報告

…
…海運造船合理化審議会海運対策部会

付
議 睡 …

…
：

必
要
が

海運造船合理化審議会海運対策部会小委員会
r

あ

谷川委員長 ：平成8年3月28日検討開始 … れ
「 ば

付 報
i 報

託 告 i 告

国際船舶制度推進調査委員会（SECOJ）
…

国際船舶制度推進調査委員会
谷川委員長：平成8年4月9日第1回委員会 継　　続 ： （SECOJ）

w 1　報
i w 報

G 告 … G 告

国際船舶制度に係わる教育訓練スキーム及び
i
： 施策の具体化のための検討・施策立

外国人船員に対する海技資格の付与の方法に … ち上がり後のフォローアップを行う

関する検討会　　　　　　（SECOJ）

ﾁ藤進行役：平成9年4月16日第1回検討会
検討範囲を変更

ｵて継続
…
3

（
S
E
C
O
J
）
．

ための官労使参加による検討会

施策の具体化のための検討は必要i
に応じ検討会を開催して行う。

… ・施策立ち上がり後のフオロ　アッ
： プについては年に数回検討会を開i

催し、運輸省から若年日本人船員
：

の訓練状況や承認を受けた外国人

脚

職員の配乗状況等の報告を受け状
脚

況把握に努める等、 国際船舶制度

の円滑な推進のためのフォローア
ップを行う。

脚

3 「i米国新規運航補助制度について

．1一米国運輸省連邦海事三年次報告書より一

　米国運輸省MarlUlne　Administration（MA－

RAD＝連邦海事局）は毎年報告書を作成し、前

年度の活動報．告と次年度の活動計画を発表して

いるが、／999年会計年度（1998年10月1日～1999

年9月30日〉の報告書が2000年5月に発行され

た。

　その中から、海運助成策に注目し、①新規運

航補助制度（Mari廿me　Security　Prograln：MSP）

②任意複合海上輸送契約（V。重untary　Intermoda1

Seal血Agreement：VISA）③MSPとVISAの関

係（MSP／VISA　Linkages）に関する部分の概要

を今月号と次月号の2回に分けて紹介する。

①新規運航補助制度（MariUme　Security　Pro－

　gram）

　米国では、新規運航補助制度（Maritime　Se－

curity　Program、以下「MSP」）により、有事に

おける国防省（DOD）の役割をサポートする目

的で、国際貿易に従事する民間．所有の米国籍か

ぜんきょう1郡ly　2000魯17
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つ米国人船員を配乗する定期船を維持すること

が可能となっている。

　この制度は、1996年Maritime　Security　Act

のもとに確立された10年間の計画であり、他国

籍船より割高である米国籍船の運航コストを部

分的に相殺するため、年間約1億ドル（約105億

円）を最高47隻の船舶に支給する（1隻あたり

210万ドル≡約2億2，050万円）ものである。

　MSPはその目的通り、国家安全保障要請に

応え、かつ国際商取引において競争力のある米

国籍船を維持するため、近代的で効率的な軍事

的有用性のある商用乾貨物船から成る米国同船

を確保するのに役立っている。1999年会計年度

においては、MSP船隊は世界の海で16，000日

を超える運航時間を記録した。また、米国商船

隊だけでなく米国政府所有の戦略的海上輸送船

隊に配乗可能な技術と忠誠心を有する米国人船

員の労働力を、平時と有時の両方において維持

するのに役立っている。MSPは、比較的大きく

ない連邦政府援助資金（己年間約ユ億ドルの助

成金）によって85億ドル以上の価値を有する強

固な米国商船隊を維持している。

　MSPは、これまでの運航差額補助（ODS）、

つまり、割高な米国籍船による運航コストと外

国一回による運航コストの差額全てを補目する

制度に代るものである。米国籍船運航社がさら

にコストを削減し効率性を高める奨励策として、

米国議会はMSPの補助金のレベルをODSの

ものよりはるかに低い固定額に設定した。

　MSPは主として1年毎に1隻あたり210万ド

ルの金銭上の援助を提供し、それはこれまでの

ODS計画のコストの半分以下である（ODSの

年間平均助成額（1977－99）は2億1，230万ドル

である）。このため、MSP運航船社は、この削

減された支払額に適応するためにさらにコスト

を削減し、より効率的になることが求められて

いる。

　また別のMSPの重要な要素として新しくか

つより効率的な船の米国登録への移籍があげら

れる。1996年のMSP制定以来、合計12隻の近

代的な定期船一その全てが船齢10年以下である

一がMSPに参加するために米国籍に移籍して

いる。さらにMARADは、ある船社の新造RO／

RO船と船齢25年の船を代替する要求を承認し

た。

　更にあるMSP船社は、　MSPの補助なしに船

齢5年以下の3隻のコンテナ船を米国籍に移籍

した。これら16隻が加わったことは、21世紀に

向けて米国商船隊の近代化に貢献しその競争力

と海上輸送力を高めている。

　1999年会計年度の聞、MARADはCrowley

American　Transport，　lnc．の所有する3隻の

MSP船とその3隻のMSP運航協約をAutomar

Intematbnal　Car　Ca面er，　Inc．（AICC）に譲渡す

るという同社の申請を承認した。これにより3

隻の血ll　RO／RO船が前のCrowley社の運航協

約におけるコンテナ船に取って代わることとな

った。

　これらRO／RO船のうちの1隻は2000年会計

年度初めにノルウェー籍から米国籍に移籍され

る予定である。この新しい潜在能力により米国

の国家安全保障要請を充たす能力は改善される。

1999年9月30日現在、MSP船社12社は46隻に

対しMSP補助金を受けている。　MSP参加船社

と船舶は表1の通りである。

（注）

1．2QOO年会計年度早々にAutomar社のRO〆RO

　船が1籍MSP補助金対象に加わり、MSP船は

　47隻となる。

2．RO／RO、ロールオン／ロールオフ船

3．LASH、ラッシコ」船

4．1ドル‘105円とした。
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表1　MSP対象船舶（1999年9月30日現在）

社　　　　　　　名 船　　　　名 船　　型 TEUs

Amehcan　Ship　Management，玉nc． APL　KOREA CONT　C11 3，9GO
American　Ship　Management，　Inc． APL　PHILIPPINES CONT　C11 3，9DO
Americaa　Ship　Management．　Inc． APL　SINGAPORE CONT　C11 3，900
American　Ship　Management．　Inc． APL　THAILAND CONT　C11 3，900
American　Ship　Management．　Inc． PRESIDENT　ADAMS CONT　C10 3，600
America且Ship　Management．　Inc． PRESIDENT　JACKSON CONT　C10 3，60Q
America皿Ship　Management．　Inc． PRESIDENT　KENNEDY CONT　C10 3，600
Amencan　Ship　Management．1nc． PRESIDENT　POLK CONT　C10 3，60D
んnehcan　Ship　Management．　Inc． PRESIDENT　TRUMAN CONT　C10 3，600
Centra重Gu廷Lines，　Inc． GREEN　LAKE CAR　CARRIER 1，45S
Central　Gu廷Lines，1員。． GREEN　POINT CAR　CARRIER

403

Centra墨Gu丘Lines．　Inc． GREEN　BAY CAR　CARRIER 1，135
Automar　Intemational　Car　Carrier，　Inc， FAUST PCπ℃ 1，537
Automar　Intemational　Car　Carrier，　Inc． FIDELIO PCTC

1，772
First　A瓢erican　Bulk　Carrier　Corp． CHESAPEAKE　BAY

CONT 2，409
First　Amedcan　Bulk　Carrier　Corp． DELAWARE　BAY

CONT 2，409
Farrell　Lines，　Inc． ENDEAVOR CONT 1，834
Farrell　Lines．　Inc． ENDURANCE CONT 1，834
Farrell　Lines、　Inc． ENTERPRISE CONT 1，834
First　Ocean　Bu重k　Carfier王，LLC LYKES　NAVIGATOR CONT 2，698
First　Ocean　Bu互k　Car質er　H，LLC LYKES　DISCOVERER

CONT 2，698
First　Ocean　Bulk　Car直er皿，LLC LYKES　LIBERATOR

CONT 2，698
Maersk　L童ne　Limited MAERSK　CALIFORNIA

CONT 1，400
Maersk　Llne　Limited MAERSK　COLORADO

CONT 1，169
Maersk　L玉ne　Limited MAERSK　TENNESSEE

CONT 1，325
Maersk　Line　Limited MAERSK　TEXAS

CONT 1，325
OSG　Car　Carriers，　Inc． OVERSEAS　JOYCE CAR　CARRIER 1，147
Sea－Land　Service，正nc． SEALAND　ENDURANCE CONT　DgJ 3，606
Sea－Land　Service，　Inc． SEALAND　DEFENDER CONT　DgJ 3，606
Sea－Land　Service，正nc． SEALAND　QUAUTY 00NT　ACV 3，606
Sea－Land　Service，　Inc、 SEALAND　PERFORMANCE CONT　ACV 3，606
Sea－Land　Service，　Inc、 SEALAND　INTEGRITY CONT　ACV 3，606
Sea－Land　Service，　Inc． SEな【AND　ATLへNTIC CONT　ACV 3，606
Sea－Land　Service，　Inc． SEALAND　INNOVATOR CONT　DgJ 2，306
Sea－Land　Service，　Inc． SE脳D　EXPLORER CONT　DgJ 2，3G6
Sea－Land　Service，　Inc． SEALAND　PATRIOT CONT　DgJ 2，306
Sea－Land　Service，　Inc， 00CL　INSPIRATION CONT　ACV 2，306
Sea－Land　SeMce，　Inc， OOCL　INNOVATION CONT　ACV 3，606
Sea－Land　Service，　Inc， NEWARK　BAY CONT　ACV 2，306
Sea－Land　Service，　Inc、 NEDLLOYD　HOLLAND CONT　ACV 2β06
Sea－Land　Service，　Inc， GALVE皿ON　BAY CONT　ACV 3，606
Sea－Land　Service，　Inc、 SEAL島ND　UBERATOR CONT　DgJ 3，606
Waterm㎜Steamship　Co1P． GREEN　DALE

PCTC 1，458
Waterman　Steamship　Co1P． 訂ONEwALL　JACKSON

LASH 1，246
Waterman　Steamship　Colp． ROBERT　E．　LEE LASH

1，246
Wate㎜an　Steamship　Coη｝． GREEN　ISLAND LASH

1，246
ユ16，171

．｝

GMDSS機器の陸上保守間隔が延長
　国際航海に従事する船舶等の無線設備については、船舶安全法および電波法により、設備の二

重化、陸上保守または船上保守のうち2つないしは1つの措’置を講じることとされており、この

うち「陸上保守」の保守間隔は、わが国では6ヶ月毎に行うこととされております。諸外国では

無線検査に合わせ1年毎に実施されているのが実態であり、当協会では、規制緩和要望において、

陸上保守間隔の王年への延長を求めてきましたが、平成11年、規制緩和推進3ヶ年計画に盛り込

まれ、11年度内に保守間隔を1年に延長する可能性について検討することとされました。

　その結果、平成12年7月7日、郵政省は本件に係る改正省令を施行するとともに、運輸省もこ

れに合わせ、関係通達（船舶安全法施行規則第60の5に基づく保守等承認手続き）の改正を行い

ました。これにより、陸上保守の点検は年1回目定期的検査時にのみ実施することとなり、当協

会の要望が実現しました。
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一海運を取り巻くIT一

日本郵船IT戦略グループ
グループ長代理

和田好夫

　最近の新聞には、「IT（Information　Technol－

ogy）」という活字が無い日はないのではないか

と思われるくらい、世の中ではITがもてはや

されている。20年ほど前にA．トフラーが著し

た「第三の波」という本があったのを思い出す。

人類の歴史において、農耕社会、そして産業革

命による工業化社会に続く「第三の波」がどの

ようなものなのか、当時は、やや漠然とした感

じでしか捉えられなかった。だが、ディジタル

情報革命による情報化社会は、急速にその形を

整え、現実に産業や私たちの生活を変えてきて

いる。海運においても例外ではなく、新しいビ

ジネスモデルを構築できない会社は、急速にそ

の競争力を失うこととなりかねない。

　新しい情報化社会は、私たちの海運産業にど

のような影響を与えているのだろうか。一般論

としては、「単なるナレッジ・マネージメントか

ら情報の戦略化への変革、既存業務をシステム

化して改善することにとどまらず、ITを前提と

して新しい経営戦略＝企業競争力を創りあげ

る」、と言うことであろう。ネットワーク時代

の企業内プロセスの変革ということで、一般論

として下記の4項目がよく取上げられるのでご

紹介しておく。

　一ERP（Enterphse　Resource　Planning）；

　　経営効率改善の手法・概念であり、全社統

　　合業務システムを構築すること

　一SCM（Supply　Chain　Management）；

　　調達・生産・流通・販売という企業盾動プ

　　ロセスを、金髪最適の観点から再構築する

　　こと

　一CRM（Customer　Relatlonship　Manage－

　ment）；

　　顧客との良好な関係を重視して、企業利益

　　の向上と安定化とを目指す経営戦略

　一PDM（Product　Data　Management）；

　　製品のライフサイクル全体を対象とした、

　　製品情報管理

　これまで海運業界は、国際的な自由競争の中

で生き残りの為の合理化努力を続けてきたが、

それを可能にした大きな要因の一つはディジタ

ル情報技術の進歩である。船舶の大型化や戦略

的な企業統合など、大規模経済のメリットの追

求も、ITによる容易な情報の管理・提供に支え

られている。まさにITが戦略的な経営計画を

可能にしているのである。具体的なITの海・運

への影響という意味合いからは、大きく分けて

次の5つの分野がある。

　1）　対顧客システムの改善；

　　　顧客の経営戦略を実現する為の情報提供

　　やサポート

　2）　電子商取引による取引形態の変革；

　　　インターネットを利用して、より便利な

　　サービスを提供

　3）社内オペレーションシステムの改革；

　　　社内の意思決定の為の情報の分析・活用

　4）業務改善；

　　　社内業務のプロセス・ワークフローや意

　　識の改善

　5）　通信技術の発達

　上記の1）および2）は主に顧客との関係に関連

するものであり、3）および4）は、社内業務に関
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連するものである。現実には、上記5項目が相

互に関連しあらている場合が多く、それぞれを

個々の観点から論ずることには無理があるが、

ここでは1）および2）に関連するシステムを顧客

系システム、3）および4）を業務系システムと名

付け、この2つの視点から最近の動向を見てみ

ることとする。

A）顧客系システム：主にCRP／SCMに関連

　　海運業者と顧客との取引形態は、いわゆる

　Bto　B（Businessto　Buslness；企業間取引）と

　Bto　C（Business　to　Consumer；企業一消費者

　間取引）の両方の概念が存在している。従っ

　て、顧客と海運会社との問のコンタクトは、

　あらかじめ決められた内容での顧客との問の

　EDI（Electrlc　Data　lnterchange；コンビュー

　タ・ネットワークを介しての受発注や決済な

　どの電子的なデータのやり取り）の場合もあ

　るし、インターネットを使って不特定多数の

　顧客からのアクセスもある。

　　インターネットを使っての情報交換の内容

　は、現在は船艦によって提供する内容が異な

　っているが、その主なものは、スケジュール

　情報、運賃照会、Booking、　B／L作成・発行、

　貨物トレースなどである。従来、電話やFAX

　などで行っていた情報交換が、書き換えを不

　要としたり、時間的なズレが少なくなるとい

　うように、単に便利になっただけではない。

顧客からみれば、例えば貨物トレース

がよりタイムリーに可能になることに

　よって、揚地側での在庫状況を見なが

　らの仕向け地変更が木目細かく可能と

　なり、全体としての在庫の減少に繋が

　っている。さらには海運にとどまらず、

　陸送や空輸、倉庫の情報を組合せるこ

　とによって、顧客のSCMに寄与し、

物流全体の合理化が可能となる。

B）業務系システム：主にERPに関連

　　海運各社の業務系システムはそれぞ

　れ独自のものであり、従って、ITの利

　用の仕方も区々であるが、ITの進化で

変わってきた業務の主なものとしては、下記

が挙げられる。

・ドキュメンテーション、船舶動静管理、コ

　ンテナなどの機器管理、コスト管理、会計

　管理などの基本的な業務システムが完成し、

　顧客へのサービス向上や社内意思決定への

　重要な資料となる。

・イントラネット（インターネット技術を利

　旧した企業内ネットワークシステム）によ

　るコミュニケーションや情報共有。

・通信衛星などを利用した船陸間のコミュニ

　ケーション、また海国業者やターミナルと

　の電子データ交換、

・BPR（Btlsiness　Process　Re・engineering）に

　よる社内業務のプロセス改善やペーパーレ

　ス化など。

　以上、海運会社を取り巻くITに関して取上

げてみた。技術をツールとして業務を改善する

ことはもとより、技術を前提として、新しい競

争力を生み出す努力を行うことが重要である。

技術そのものは魔法の万能薬ではなく、それを

使っていかに新しい競争力のあるビジネスモデ

ル（儲ける仕組み）を創っていくのか、また、

そうした競争力を創り出す努力が必要であると

の意識変革（変eましょう）が最も重要である

と考える。
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「海賊インフォメーション」ページの新設について

　当協会では、海賊問題に対する社会の関心が高まっていることから、船舶に対する海賊あるい

は武装強盗事件の実態および関係機関の対応等に関する情報を一般の方々に提供するため、当協

会ホームページの中に「海賊インフォメーション」ページを新設致しましたのでお知らせいたし

ます（URL　http：〃wwwjsanet．orjp／d2・3．html）。

　同ページでは、海賊発生の統計データや海賊事件防止のためのIMOガイドラインをはじめ、

本年4月に東京で開催された海賊対策国際会議で取り纏められた「東京アピール」、等の他、当協

会による船主自衛策の強化に資するための取り組みなど海賊に関する様々な情報を掲載していま

す。また、1MB（国際商業会議所の国際海事局）や日本財団など関係機関のホームページヘリン

クすることもできます。

海賊インフォメーション

Pird　L〔＝ン　　　覗　葦口　rβLa　し5G　驚

海賊問題への取組み及び海賊事件の類型

1　海賊発生状況

（1）世界における発生状況

　　1）lMB（国際商業会議所の国際海事局）による統計（1991年～］999年）

2）］999年IMB年次報告の概要

3）lMOによる統計（2000年1月～3月）

　〈IMBによる海賊襲撃情報（Weeklゾreport）はこちらをクリック〉

②わが国関係船舶における被害発生状況

　↑現在集計・分析中につき、もうし［まらくお待ち下さい。

　〈日本財団による海賊情報はこちらをクリック〉

2　船舶に対する海賊および武装強盗の防止対策

（1）IMO（国際海事機関）の取組み

　　1）［MO（国際海事機関）における海賊問題の検討の経緯
2）MSC回箪「船舶に対する海賊行為及び武装強盗の排除のた竺の各国醜府への勧劃（MSC／

　αrc．622Rev．1）

3）MSC回章「船舶に対する海賊行為及び武装強盗の防止
　並δに抑止にがかる船主、船舶運航者、船長及び乗組貫のためのガイド」∫MSO／Circ、623

　Rev．1）

（2）東京海賊対策国際会議（2000年3月～4月）

・海賊対策に国際連携強化

1）索京アピール

2）モデルアクションプラン

3）アジア海賊チャレンジ2000

③海賊および武装強盗通報先リスト
（4）船主自衛策強化のために

　D保安計画策定のための指針
　2）海賊対策用船舶動静把握システムについて

3）海賊警報装置のこ紹介

4）日本船主協会関係船舶の海賊筆件遭遇速報［こついて
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グローバリゼーションと大型化

一相次ぐ大型コンテナ船の竣工について一

日本郵船調査グループ
定期船調査チーム長

増田聡

　ここ数年のコンテナ船新造の動きを見ると、

1990年以降順調に伸びてきた竣工量が1999年に

は大きく落込んでいる。このため、数年続いて

いた10％を超えるコンテナ船船腹量の伸びも

1999年々初から2000年目初にかけては7％台と

やや落込んだ。供給量が落着いた一方で、需要

たる荷動き量は、世界の貿易の中心を占める米

国の景気が高原状態にあることから、主要航路

において10％前後の高い伸びを示した。この結

果として、1999年は需給タイト感が前年よりさ

らに強まり、世界最大の荷動き量を誇る太平洋

航路等において運賃率が大幅に改善された。

　　　　　　　　　　　　　　表1
　丁EU
700，000

600ρ00

500，000

400ρ00

300ρ00

200，000

100，000

　咋年のコンテナ船竣工量は前述の通り少なか

ったが、発注量は、昨年後半に底をつけたと思

われる低船価の恩恵もあって、TEUベースで

過去最高の62万TEU（隻数は188隻）を記録した。

本年に入ってからも、発注量は衰えを見せるど

ころか、よりハイ・ペースとなっており、6月

までの半年で既に60万TEU、150隻を超えよう

としている。特に、アジア通貨危機以降のウォ

ン安を背景に競争力を強めた韓国の造船所が受

注量を飛躍的に伸ばしており、現代・三星等の

大手造船所においては2002年までほぼ船台が埋

まっていると言われている。

船型別新規発注船腹量の推移
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　上記（表1）は発注船腹量の推移を船型別に

区切って表わしたものである。船型別に見ると、

4，0001EU超のポストパナマックス型といえる

大型船の比重が近年とみに高まってきており、

1999年においてはTEUベースで全発注量の

67％を占めるに至った。大型化の要因は一言で

言えばスケールメリットの追求であり、グロー

バルトレンドとしての寡占化の流れがこれを加

速させている。つまり、合併・買収により巨大

化した企業が規模の利益を享受すべく船型の大

型化により単位当りコストの削減を行なうと、

他社も競争力を保つ為に大型化に走らざるを得

なくなる、大型船でサービス頻度を減らさずに

スペースを埋め切るには合併・買収による企業

の規模拡大あるいは数社で共同配船を行なうべ

くアライアンスを組むといったことが必要とな

ってくる。このような循環が大型化をさらに上

のレベルに引っ張っていく原動力になっている

と考えられる。

　4，000TEU超大型船の中でも、最近はより大

型の6，000TEU超船の発注が目立っており、6

月末現在の発注残船腹数は4，000－5，00〔∬EU型

54隻、5，000－6，000TEU型89隻、6，000TEU超

表2　運航自社別発注残（6000TEU超）

型74隻となっている。6，000TEU超型の発注残

明細は下記の通り（表2）。

　発注が確認されている船腹の中で、現時点で

の最大船型はHapag　Lloydの7，200TEU型、

100，000DWTかMaersk　Sealandの‘S℃1assと

呼ばれる6，6QOTEU型（80QQTEUまで積める

という説あり）、104，700DWTのどちらかであ

るが、Maerskは次世代最大船型といわれる

12，000TEU型の建造を具体的に検討しており、

年内には発注すると噂されている。この船型は

LOA　350m、　Beam　56m、　Drafし15mで、甲板上

横22列にコンテナを積載する。このサイズにな

ると当然入港できる港も限られてくる。まず問

題となるのは、LOA（Turnlng　Basinの広さ）、

Draftであるが、アジア・欧州の主要港では横

浜、神戸、香港、Singapore、　Rotterdam、　Bremer－

haven等クリアできるところも多い。最大の問

題はクレーンのサイズで、22列対応のアウトリ

ーチを持ったスーパーポストパナマックス型ク

レーンが必要になる。Maerskは既に横浜、　Sala－

lah、　Algeciras、　Brelnerhavenの専用ターミナ

ルに本クレーンの導入を決めているのに加え、

他の主要港とも話を進めている模様。

Operator／Charterer Owner　　　　TEU Firm〔隻）OP丘on働 Delivery　　　　　　　　　　Shipyard

Hapag　UoydfEBAB
o＆ONedlloydlSC
lSC
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dMC
lOL
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o＆ONedlloyd
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Q001／9　，12，　2002／3　，　6　，　9

Q002．

Q001／5，7，7，7，7，Latest　by2003／8

Q002／3，6．9
Q002／3．9

Hyundai
caewoo
gyundai
caewoo
gyundal
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ga司hl
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gan｝in
gyundai
ramsung
hHI

lH王
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6，000TEU超型　計 65　　　9
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　さらに、今後10年以内に出現し得る最大船型

として、オランダのデルフト大学の教授により

Malaccamaxと称される18，000TEU型のデザイ

ンが先日発表された。LOA　396m、　Breadth　59

m、Draft　21m、　Deadweightは約240，000トンに

なる。甲板上のコンテナは24列、ホールド内は

20列となる。この船型のボトルネックはDraft

である。21m　Draft受入れ可能の港として香港、

Singapore、　Malta、　Rotterdamがあり、アジア

・欧州のハブ港のみ寄．港を想定している本船型

においては港そのものは大きな問題とならない

が、スエズ運河の湊深は必須であり、一喜望

峰回りではターンラウンドが長くなり過ぎ大型

化によるコスト削減メリットを生かせない一

これにはかなりの資金と時間を費やさねばなら

ないであろう。

　Malaccamaxはまだまだ先の話としても、前

述のMaerskの12，000TEU型への準備の他に

も、つい先日三星重工が9，000TEU型船の受注

を期待している旨のコメントを出しており、

10，000TEU前後の船型の発注ラッシュが早晩

来る可能性は高いといえよう。ただ、このよう

な大型船の運航には寄港地を最小限に絞る必要

が出てくる。上述した港湾の制限もさる事なが

ら、より長い停泊日数（コンテナの揚げ積み個

数が増える為）をカバーする為には、寄港地を

減らすなりスピードアップするなりしてターン

ラウンドを維持するしかない。更なるスピード

アップは燃料消費増の採算性及び環境へのダメ

ージの観点から限界に近づきつつあると考える。

もちろん、船腹数を増やせばターンラウンドを

維持する必要はないが、大型化の主眼であるコ

スト削減メリットが得られない。絞られた寄港

地で大型船のスペースを埋めるには安価で安定

したフィーダーネットワークが必要である。特

に運航コスト上大きな比率を占めるターミナル

（積替え）部分を中心にフィーダーコスト競争

力を持った船社から次世代大型船を発注してい

くこととなろうD

　また、コンテナ船大型化の一方で、甲板上積

載コンテナの事故が急激に増加しつつあり、UK

P＆ICIubにおいては今期のロスの60％以上を

占めるに至っている。特記すべきは、船齢15年

未満船のクレームが3分の2を占めていること

である。特に積載コンテナ数重視のデザインの

ポストパナマックス型を取り上げて、甲板上7

段目も達するコンテナを安全上問題なくセキュ

アリングするのは元々技術的に困難な為と指摘

する専門家もいる。これは経費節減の観点から

総トン数を最小限にすべく甲板上積載比率を高

めている為であり、総トン数ベースでの諸チャ

ージ設定が適切かどうか疑問の声も上がってい

る。いずれにせよ、規模と効率という経済性を

追求する大型化の波は止めようがないものであ

り、この過程において安全面が後回しにならな

いよう、厳しい競争環境下に置かれている船主

・船社の努力のみでなく、政府も含めた関係者

の協力が望まれる。

　ここまで主として発注に関連して述べてきた

が、最後に、上述の大量発注の結果として現れ

る今後の竣工予定をまとめておきたい。本年中

の竣工予定量は竣工済みを含めて53万TEU、

来年2001年は73万TEU、2002年は62万TEUと

なっている。竣工予定隻数は下記の通りである。

竣工予定年別船型別発注残 6月末日現在

2000 2001 2002
2003一

Tota1

4000（TEU） 53 20 1 0 74

100G－2000 48 40 17 2 107

200G－3000
33 55 27 7 122

300G－4000
11 21 12 26 70

400C．一 55 79 93 玉3
240

Total 200 215
150　　　48

613

注：20DO年には既竣工分を含む
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震災後の神戸港の利用促進への取り組み

　神戸港では震災後、国内の他日や近隣諸国の

港へとシフトした貨物を呼び戻すため、「神戸

港利用促進協議会」を設置し、本格復旧した神

戸港の利用促進を図ることを目指して、利用し

やすい国づくりに取り組んでおり、同協議会に

は当協会阪神地区船主会から乾英文議長が参画

している。

　同協議会は、関係官公庁、業界団体、及び労

働組合等、26の団体の代表者で構成されており、

港湾施設の有効利用、トータルコストの削減、

手続きの簡素化等について検討を行い、これま

でに「内航フィーダー船の外目バースへの直着

け」、「内航フィーダー船に対するクレーン使用

料の減免」、「EDI化の推進」、「入出港ピーク時

における混雑の緩和策」などについて検討を行

い、実施に移している。

　ポートチャージの減額によるコスト削減策と

しては

1．港湾施設使用料の改定（平成1Q年5月1日

より実施）

（1）ヤード使用料体系の見直し

　　従来の荷さばき施設付岸壁料を廃止し、

　新たに「荷さばき地使用料」を新設したこ

　　とにより、3日間のセット料金で、ガント

　　リークレーンを使用した効率的なコンテナ

　　荷役に対して、割安な料金設定となってお

　　り、ボリュームインセンティブ機能が付与

　　されており、ヤード面積、使用日数に応じ

　たふ頭用地使用料との選択が可能となった。

〔2）クレーン使用料基準単位の変更

　　ガントリークレーン、重量物クレーン使

　用料の基準単位を1時間から30分に改定し

　たことにより、使用実態に対応した、きめ

　細かい時間設定が可能となった。

（3＞初入港船に対するポートチャージの減免

　（平成10年7月1日より実施）

　　神戸港に初めて入港する外航船の入港料

　及び岸壁使用料を免除している。

㈲　内航フィーダー船に対するクレーン使用

　料の減額

　　公共バースに接岸した、外土コンテナを

　専用に扱うフィーダー船を対象に、内航コ

　ンテナフィーダー貨物の揚げ積みを行う場

　合の公共コンテナクレーンの使用料を1／

　2に減額した。

㈲　荷役前日入港船に対する係留施設使用料

　の免除（平成11年7月20日より実施）

　　荷役を開始する日の前日に入港し、公共

　バースに係留する船舶について、荷役を行

　う日の午前8時までの係留施設使用料を免

　除した。

　次に「神戸港EDIシステム」は平成11年10月

1日から本格稼動し、運輸省と国の港管理者が

共同で開発した「全国港湾EDIシステム」も

10月ユ2日から稼動しており神戸港のEDIシス

テムとも連携している。

　また、強制水先対象船舶の基準の見直し（平

成10年7月1日より実施）により、強制水先対
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象船舶が「300G／T以上」から「1万G／T以

上」に緩和され、大阪湾内における基準が統一

されることとなった。

　最後に、神戸市が進めている神戸港の将来計

画は次のとおりである。

1．ポートアイランド（第2期〉の完成

　既に、水深15mの高規格コンテナバースの

供用や、背後の関連用地への企業の立地が進ん

でおり、埋め立て完了を目指して現在も建設が

進んでいる。

　また、平成11年7月に、ポートアイランドと

市街地を結ぶ第2のアクセスとして「港島トン

ネル」が開通した。

2．新たな人工島「六甲アイランド南」

　貿易構造の変化・輸送の技術革新に対応した、

21世紀に向けた神戸港の新たな拠点として、333

haの入工島の建設に着手している。

3．既設埠頭の再開発

　突堤間を埋め立て、船舶の大型化、近代化に

対応している。

　また、背後の埋め立てた関連用地には物流関　．＝．．・7・・：・

連企業を誘致し、新しい埠頭と一体となった、

近代的な埠頭として再整備している。

4．耐震強化岸壁の整備

　阪神大震災の教訓を活かし、港湾施設の復旧

に際しては、耐震性を向上させている。

　また、地震に強い耐震強化岸壁を、機能別に

コンテナを含む合計17バースを分散して配置し、

地震に強い港づくりを進めている。

5．神戸空港の建設

　「空の港」神戸空港の建設を、ポートアイラン

ド沖約3㎞の海上に建設している。

（阪神地区事務局長　谷ロー朗）
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船員災害防止協会専務理事大谷浩二
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　　贋介してみたいと思う。

　　船酔い

　　　商船大学1学年次の1ヶ月の実習。長崎から

　　神戸に至る3日2夜の航海。今にして想えば時

　　　化とも呼べないような海に揺られて塗炭の苦しみを

　　　味わい、この間に喉を通ったのは僅かに林檎ユつ。

　　　体重は一4kgと極めて効率の高いダイエットでし

　　　たが、一時間真剣に退学することまで考えた程。

　　　それでもいつの問にか「適当に揺れた方が食欲

　　　が出る」などとうそぶくようになっていました。

常識？の逆転

　LAからホノルルに向かう帆走航海中、時は7

月初め。回る日を境に太陽の赤緯が本船の緯度

より北になり、太陽は東から出て北に正中し西に沈

む。小学校で習った「お日様は東から出て、南を

通って西に沈みます」が絶対の真理ではないこと

を体験して、かなりのインパクトを受けました。今回

では、あっという間に南回帰線の更に南の国へ飛

んで行けるので、こんな風には感じないのでしょう。

言葉をめぐって一TooとTwo一

　カナダ西岸北部のプリンス・ルバートを訪れた

時のこと、一日招かれて或る工場の見学に行きま

した。日本の練習帆船の実習生達の訪問というこ

とで大歓迎。昼食は社員食堂で。美味そうなビー

フステーキがジュージューと音を立てています。そ

こで身体の大きな実習生のA君。「ビッグワン」と

注文をつけたところ、プレートからはみ出す程の特

大が来ました。それを見てさしもの彼も思わず

「Too　Big」と云った（云ったつもり）ところ、コックさ

んが呆れたという表情で「One　More？」と云いつ

つ更に特大の一枚をA君のプレートへ。お蔭でA

君、他のご馳走は何も食べられないことになって、

ボヤクことボヤクこと。

浮島の群と鯨の群

　1964年、ブリスベーンへ向かう航海の途中、遺

骨収集団を乗せて第二次世界大戦の激戦の地、

ガダルカナル島に寄りました。このガ島航海には想

い出すことが多く、その！つはニュージョージア水

道を航海中に遭遇した群を為して漂う浮島。夜の

当直、レーダスコープ上には点々と大小様々な映

像。光なし、音なし、匂いなし、そして一向にこちら

を避ける様子もなし。右に左にこれ等をかわして、

すれ違う際にはウィングに出て双眼鏡で凝視して

も、何となく夜の闇より更に暗いかたまりが過ぎて行

くだけで無灯火の漁船でもない。夜明けの光ととも

に正体判明。本島の岸の一部が風浪で挟り取ら

28⑱せんきょう」ゆ2000



攣

〆〆〆〆〆〆〆〆〆〆〆〆 7つの海のこぼれ話

れて漂い始めたとしか思えぬ大小の浮島の群で

した。

　復路は、この水道のずっと東のブーゲンビル海

峡を北上。一日救命艇操練で、ボートを降下する

と本船は遙か先へ進んでからボートが追いつくの

を待っている。とボート至近の海面に一頭の鯨が

同行。気がつけば我がボートは鯨群の中にあって、

風上で潮が吹き上がれば生臭い風が鼻をかす

める。ホエールウオッチングなんて余裕もなく、今に

も底から持ち上げられそうで、一刻も早く本船に帰

りたい思いがしたことです。それにしても、昔の鯨

漁師達や、「白鯨」のエイハブ船長、スターバッタ

ー等航海士達。なんと勇気ある人達だったことで

しょう。

トンガの木彫り

　南太平洋のトンガに寄港。皆の興味は素朴な

木彫りの人形。

　値段は、近い将来に大型客船の寄港予定があ

るか否かで大きな開きがある由。幸いこの時は、翌

年1月までその予定はないとかでリーズナブル

（？）。そのため本船からの購買客が殺到…他には

何も無いのも一一因…。在庫が切れて、本船バース

から街までいたる所で注文を受けた職人（？）が盤

を振るっている。

　前日に注’除した作業場…と云っても露天のアン

ペラ1枚敷…へ友と3人で出かけてみると、A君　　．潭

のものは目下仕上げの最中。「私のは？」と尋ねると

様。出港時迄に間に合うのかどうか…実に大らか

で、のんびりとしたショッピングでした。　　　　　　’

。を走る船の夢　　診
　この頃こそ見なくなったものの、先頃まではよく、　　．ダ

商店街の中や、野原を流れる細い川や、底が丸　　．＼

ねてみると、この種の夢は大多数の航海士や元航

と、おしなべて「否」の返事が返って来た。

思っているD

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　診
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6　日本船員福利雇用促進センター（SE一

／COJ）は、国際船舶制度推進調査第エ2回委

33員会（委員長：谷川久成瞑大学名誉教授）

日
　　を開催した。

　　（P．14海運ニュース内外情報参照）

16　国際海事局（エMB）は・今年2月にタイ

日のプーケット沖で海賊に襲われた日本船社

　が運航していたケミカルタンカー「Global

　Mars号」が香港付近で見つかったと発表

　　した。

の税関システムと運輸省の入出港管理シス

テムを2001年をめどに接続すると発表した。

30　　発展途一ヒ国に対する海事関係の国際協

日力を推進してきた財団法人海事国際協力セ

　　ンター（MICC）が解散した。なお、同セン

ターの業務は、財団法人日本船員福利雇用

センター（SECQJ）および財団法人海事産

業研究所に継承されることとなっている。

21　当協会は第53回通常総会を開催した。

日（P．1特別欄参照）

23　中央職業安定審議会は港湾労働部会を開

日催し、改正港湾労働法で新設された港湾労

　働者派遣事業の申請者の許可基準や派遣労

　働者の就労日数の上限等、政省令・大臣告

　示・許可基準案を承認した。

28　大蔵省・運輸省・海上保安庁は・入出港

日手続きのワンストップ化を狙いに、大蔵省

30§せんぎょうノz砂2000



海運関係の公布法令（6月）

㊧　国土交通省組織令

　　（政令255号、平成／2年6月7日公布、平成

　　12年6月7日）

⑤　国土交通省設置法第4条第29号の業務等を

　　定める政令

　　（政令第297号、平成12年6月7公布、平成

　　13年1月6日施行）

⑫　独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政

　　令の整備および経過措置に関する政令

　　（政令第326号、平成12年6月7日公布、平

　　成13年1月6日施行）

⑫　船舶のトン数の測度に関する法律施行令

　　（政令第332号、平成12年6月7日公布、平

　　成13年4月玉日施行〉

㊨　核燃料物質等の運搬の届出等に関する総理

　　府令の一部を改正する総理府令

　　（総理府令第60号、平成12年6月13日公布、

　　平成12年6月16日施行）

⑫　港湾運送事業法の一部を改正する法律の施

　　行期日を定める政令

　　（政令第371号、平成12年6月3Q日公布、平

　　成12年11月1日施行）

⑫港湾運送事業法施行令等の一部を改正する

　　政令

　　（政令第372号、平成12年6月30日公布、平

　　成12年6月30日施行）
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6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位　　ドル）

ハンプトンローズ／日本（石炭） ツバロン／日本（鉄鉱石）
1

ツバロン〆西欧（鉄鉱石）

月次 1999 2000
／999 2000　1 1999 2000

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

一 『 一 一 4．30　　3．50 6．25　　　6．00
2

一 11．00 一 　 4，40　　3．75 7．85　　5．00
3

』 一 一 11．75 4．45　　3．45 8．20
4

『 　 一 一 4．00　　3．50 8．05　　　7．25
5

一 一 『 「一 5．05　　4．60 7．50　　6．90
6

一 一 一 11．50 4．10　　2．2D 7．60　　6．70

7

一 一 　8 9．25 6．85 4．70　　4．4Q
9

一 一 4．20
10

一 一 6．25
11

　 一 6．40　　　5．75
12

一 『 6．25

（注〉①日本郵船調査グループ資料による。　②いずれも8万D〆W以上15万D〆W未満の船珂白によるもの。
　　　③グラフの値はいずれも最高値。

7，タンカー運賃指数

タ　　　ン　　　カ　　　一　　　運　　　賃　　　指　　　．数

月次 1998 1999 2000

VLCC 中型 小型 H・D H・C
VLCC 中型 小型 H・D H・C

VLCC 中型 小型 H・D H・C

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

55．3
T4．6
U8．6
V2．4
V0．3
V5．2

V42
V53
U0．3
S7．2
T4．0
S8．6

110．4
P04．8
X6．7

P06．1
X1．8
X8．2

PQ4．8
X9．6
W8．9
V9．2
W2．4W82

150．3
P42．l
P32．9
P45．7
P22．1
P19．8

H36．3
P29．2P202
P07．2
P17．0
P19．8

140．7
P54．5
P46．5
P60．6
P56．6
P70．8

H67．4
P68．0
H65．4
P58．3
P46．7
P33．3

175．0
P71．4
P75．5
P61．9
P55．1．

P52．0

P6Q．9
P59．7
P52．3
P51．3
P60．9
P82．3

53．5
T8．7
U2．2
S8．8
R7．8
S0．7

S9．4
S2．3
Sユ．3

S7．0
S．9．5

S4．8

91．2
X5．8
X2．1
X3．9

W8．13
W5．8

V5．7
V4．3
V3．3
V1．3
W2．5XL2

116．8
P38．0
P13．8
P36．7
P28．2
P21．4

P24．0
P12．9
P08．l
撃n9．8

P10．9
P06．3

150．0
P61．2
P64．3
P67．5
P76．6
Q09．9

P96．3
P60．0
P62．1
P53．6
P41．7
P46．9

198．9
P65．7
P59．3
P44．2
P58．3
P5ア．3

H64．5
P59．1
P4．7．9

P51．3
P5D．1
P44．．1

48．D
T3．3
T8．3
U9．6
W1．4

92．8
P07．8
P］．5，7

P34．9
P26．9

126．2
P41．1
P63．7
P95．7
P77．4

145．9
P5‘L3
P6ア．3

P85．6
P87．0

148．4
P69．9
P89．4
P96．8
Q05．3

平均 63．0 95．9 128．5 155．7 163．1 48．0 84．60 l18．9 165．8 158．4

〔注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。〔シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年ll月に合併）②タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃
　　　指数の5区分については、以下のとおり　④VLCC：15万トン以上　；㊥中型：7万～15万トン　δ小型：3万～7万
　　　トン　㊤H・D＝ハンディ・ダーティ＝3万5000トン未満　審．H・C＝ハンディ・クリーン＝全船型。

34§せんぎょう〃砂2000
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8、貨物船用船料指数

貨物 船航海 用船料 指数 貨物 船定期 用船料 指数
月次 1995 1996 1997

／998
1999 2000 1995 1996 1997 1998 1999 20DD

1
234．0 207．O 209．0 189．0 166．0 190．0 358．0 380．3 347．0 277．D 231．O 222．0

2
227．0 202．0 197．0 186．0 170．D 191．0 358．0 386．6 332．0 254．0 229．0 231．0

3
229．O 192．0 199．0 171．0 169．0 190．0 366．0 339．4 341．0 260．O 219．0 231．0

4
243．0 192．O 197．0 173．0 172．0 191．0 377．O 363．0 354．0 262．0 221．0 246．0

5
245．0 196．0 190．0 173．0 173．0 193．0 402．0 350．0 342．0 262．0 238．O 252．0

6
239．0 195．O 184．0 175．O 176．0 390．0 339．0 326．0 292．0 238．0

7
230．0 186．0 183．0 167．O 179．o 426．0 339．0 338．0 266．0 226．0

8
218．O 189．0 196．0 165．0 工78．0 391．0 289．0 330．0 210．O 233．0

9
220．0 186．0 190．0 164．0 185．0 364．0 293．0 327．0 208．0 238．0

工0 221．O 176．0 191．Q 165．O 工85．0 355．0 294．Q 316．Q 222．o 241．0
11

198．0 188．0 189．O 170．0 195．0 344．2 323．O 290．0 231．0 254．0
12

209．0 211．0 186．0 168．0 192．0 374．7 323．0 294．0 232．0 237．0
．平均1 226．1 193．3 192．6 172．1 178．3 375．5 334．9 328．1 245．5 233．7

〔注）①ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナ
　　　　ルはロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年ll川．こ合併）②舟”二海用般料指数は1955．7－1965．6置100定期用船料指
　　　　．数『ま1971＝1000

．｝

9．係船船腹量の推移
1998 1999 2000

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー

隻数千G〆T千D〆W 隻数干G／T千D／W 隻数千GIT千D／W 隻数千G！T千D〆W 隻数千G〆丁千D！W 隻数千G／T千D／W

ユ
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

250　　2，063　　2，423

Q44　　1，911　2，220

Q46　　1，957　　2，281

Q47　　2，028　　2，381

Q56　　2，092　　2，44．8

Q59　　2，171　2，546

R10　　2，848　　3，408

R1／　　2，816　　3，420

R19　　2，852　　3，420

R26　　2，885　　3，420

R24　　2，915　　3，515

R24　　3，004　　3，718

571，4502，466
T51，4602，492
T81，7443，066
T61，6752，927
T51，6652，889
T41，6812，939

T82，0183，631
T82，0183，621
T71，7262，941
T31，4532，479

T0L4G72，415
T11，4652，528

328　　3，242　4，060

R王7　　3，094　　3，830

R12　3，248　4，135

R06　　3，321　4，275

R03　　3，1／4　　3，949

R28　3，503　4，535

R29　3，374　4，345

R41　　3，407　4，377

R44　3，514　4，560

R55　3，544　4，576

R4了　3，332　4，248

R55　3，456　4，449

511，2052，125
S7　9071，487
S51，0041，720
S91，1831，g43
S91，1741，926
T01，3S72，485

T01，3632，443
T11，5122，639
T01，5072，631
S91，1411，940
S71，2362，193
S61，2932，308

333　3，252　4，134

R13　　2，984　　3，758

R10　　2，949　　3，680

R12　　2，921　3，599

RG5　2．773　3，381
Q99　　2，690　　3，269

461，2652，292
S61，1922，221
S61，1922，221
S61，1722，257
S3　9141，698
S21，1272，194

〔注｝　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。

†ナム」宍よ二～　為，ハFクηηη画q尺
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　インターネットやパソコン通信がこれだけ普

及すると、居ながらにして様々な情報が入手で

き、誠に便利な世の中になったと感じる。一昔

前だと収集するだけで相当の時間を費やさなけ

ればならなかった情報が瞬時に手に入るように

なり、連れてビジネスのスタイル、テンポも急

速に変わってきている。ところで情報が容易に

入手できるようになると、個々の情報が額面通

りに信用して良いものかどうか、時々疑問に思

うことが多くなってきた。これが単なる個人的

感懐によるものかは別として、最近の例で景気

動向指標に関する推計と実績数値の取り扱いに

っき一悶着起きたように、情報があまりにも簡

単に取れるようになったが故に、ついつい何の

疑念もなく引用してしまい、後になって目的の

情報とは違ったものだったという場面が、ます

ます増えてくるのではないかと心配する。少々

飛躍するが、昔、災害発生時に流言輩語が思い

もかけぬ二次災厄を招来してしまったというよ

うなことが、今後インターネットが原因で起き

ないとは限らないのではないだろうか。

　翻って情報発信側で考えると、ワープロから

始まってPC上で文章が簡単に作成できるよう

になり、安易にメールやら報告文を作成しては

いないか、受信者・読み手に正確に情報が伝わ

っているのか、最近いささか気になるところで

ある。漢字一つとっても、辞書無くしては到底

36⑱ぜんきよう∫め2000

書けそうもない「魑魅魍魎」の如き言葉が造作

なくPCで記すことができると、漢字・作文能

力が老化との相乗効果でどんどん低下してしま

うのではないかと不安を覚える。そうかといっ

て推敲を重ねているとスピードが勝負の時代に

生きてはいけない。美文はビジネスに必要でな

いにせよ、せめて相手に誤解を与えないよう、

簡潔に情報を伝えられるよう、生き物としての

言葉を大事に扱い日々幾ばくかの研鎖を積んで

おきたいと思う。同時に死語にしてしまうべき

言葉が復活して、世の中に「跳梁蹟雇」するこ

とのないよう心して見張っていく必要があると

しきりに考えるこの頃である。

　　　　川崎汽船

総務音匡」肩幸艮広報室長

　　　大滝光一
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飯野海運㈱総務企画グループ関係会社チームリーダー
こし

輿寿之さん（3磯）でず．

3．御社の自慢といえば？

　当社の看板は何と言ってもタ

ンカー、当社ではタンカー部門

をオイル、ガス、ケミカルと3

つのグループに細分化し、それ

ぞれが過去から蓄積された独自

の運航／技術ノウハウを売り物

に日夜営業活動に励んでいます。

㌃

1

一
．

1よ暫無燈甕難訓

　本業の海運、不動産関遵のみ

ならす、コンビニ、スポーツク

ラブ、フォトスタジオ等多種多

様な当社グループ企業のサポー

ト及び管理が主な業務です。

　入社以来企画一ガスタンカー

一商社への出向一オイルタンカ

ーと廻って、古巣である現在の

部署にこの6月に戻ったばかり

で、今の仕事に慣れるのが先決

ですが、余裕ができれば当社の

もう一本の柱である不動産業務

の勉強を始めようかなと思って

います。

4仕華讐搬

　ガスタンカーの営業に携って

いた頃に、大型LPG船の新造
リプレース案件の立案、顧客と

の交渉、成約、契約書の作成と

プロジェクトの一連の業務すべ

てに関与できたことでしょうか。

成約後上司と交わした祝杯の味

は今も忘れません。

9

馳

飯野海運㈱の事業概要

　当社はオイル、ガス、ケミカルの各タンカーク

ループと貨物船グループから成る海運事業部門と、

貸ビルを主体とする不動産事業部門より構成され

ており、関係会社においては小売、飲食等の異業

種にも参入しています。
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平成〕2年7月20日発行　毎月1回20日発行　No480　昭和47年3月B日第3種郵便物認可〜／〆灘禽’隷翻。ノL憲駄愈蓉濠，』1kも、　　）轟講ヒ　　　　ヒ　　　　　　　，　　　−　　囁　『慧ノン口〆・・菱藝圏島f翻／　　　　嗣　　隅、撫輔勲｛・�_円、斐　　〔　　r一」ーーkーミ、−　　こ套駅4、喬『⊇凱配も　　頑　　．麟　　　12＼ぼ押戸」@、−　調軌【P，、麺争　．狩　　粥r　　’、「「r　　@孤　　　　．礁罫畷0｝1・�_　　　　　」　　　．漏ボ＝”　　ご　　　　　�er／豊・　　麹　　　　1灘　　　　　　　　振隅∴・ごρ・0；、・で身よ1欝＼　　　　　　く　　　ぜ娩　’“　　　罫飛：社団法人日　八　加会　　　2QQQ船協月報　　　　7」UしY1特別欄。日本船主協会第53回通常総会海運ニュース0　国際会議レポートOL新SOLASV章承認される　一IMO第72回海上安全委員会（MSO）の模様について一麟灘翻訳�葛r躯・につい・検講台、菌繍羅纒縣鯉麟て　　一国際船舶制麟進講類会第12回会合の離につして　3．米国新規運航補助制度について　一米国運輸省連邦海事局年次報告書より一寄稿�SlTの波が海運へ百簾駕鶴鶴ら。一ブ雛・…寄稿�Qグローバリゼーションと大型化　一相次ぐ大型コンテナ船の竣工について一　巳本郵船詞査グループ定朋給調査チーム長増田聡Kobe便り��潮風満帆��　こんなこともありました。　船員災害防止協会専務理事　大谷浩二，∩．（．駐海運日誌�S　海運統計��い　船協だより��　編集後記��1�S��◎）　　　　　　　　　　　　・織二：ご：訴罫罵＝：脚＝濁鰹撫態趣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圃甑鑓ミ藁爆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’・堅ミ、＼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼＼日本船主協会第53回通常総会撫＼蕊　特ミ・・〉、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、“∵二　　r娘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、一目「一い’ヅマ『　　　　　　　　　　諒…撫。・、一＿＿＿＝凱．副・騨ご懸欝醤凝ド　当協会は、平成／2年6月21日、日本海運倶楽部において第53回通常総会を開催、平成12年度事業計画、第53回通常総会決議などを検討し、何れも原案通り承認した。　特に、決議については、国際水準並みの競争環境整備（国際的イコール・プッディング）の実現等わが国海運の競争力強化のための施策を求めていくことをはじめとした4項目の提言を全会一致で採択した。●第53回通常総会の模様廿ん宍よ5正πん？oρo熱1轡磯�S決　グローバリゼーションと情報技術革命の進展に伴い、ニューエコノミーとも称される新たな経済活動が広がりつつある現在、わが国経済を本格的な回復軌道に乗せ、来るべき21世紀においてもわが国が世界経済の中で重要な役割を果たしていくためには、経済・社会全般にわたる構造改革が直ちに実行されなければならない。　わが国外航海運は、情報通信の発達により地球規模での輸送ニーズが高度化・多様化する中で、世界貿易におけるトータルロジスティ．ックスの中核を担う海運の役割が増大することを認識し、その重責を果たす必要がある。　国内物流の大動脈である内航海運においては、内航海運暫定措置事業の着実な実施と船腹需給の適正化を図るとと．もに、モーダルシフトの担い手としての積極的な役割をも果たすためには、構造改善等の環境整備を推進し経営基盤を充実することが急務である。　海洋を活動の中心とする海運業界にとって船舶の安全運航は当然の責務であり、当協会はかねてよりその徹底に努めている。地球・海洋環境保全と資源の有効活用が人類共通のより重大な課題となる21世紀には、それら課題に対する海運産業全体としての一層積極的な取り組みが強く求められる。したがって、当協会としては環境問題についての諸対策、すなわちCO　2排出量の削減をはじめ環境負荷の低減等、新しい技術開発も含め積極的に取り組んでいく所存で2��ぜんきようノzの2000曇註直口我ある。同時にクオリティ・シッビングの推進、すなわちより質の高い海運サービスを国内外の関係者との協力の下で追求することによりサブスタンダード船を排除するとともに、船舶のリサイクル（解撤）の促進に努める。　また、世界的に海賊行為が増加傾向にあるばかりか凶悪化の度合いを強めている現状を深刻に受け止め、有効な防止対策の強化には国際協力が不可欠であることから引き続き国内外での働きかけを行っていく。　かかる認識のもと、海運・海事産業の一大集積国としてのわが国の立場を再認識し世界の中で主導的な役割を担い続けるべく、下記項目の実現を以って新しい世紀におけるわが国海運の発展を期するものである。　　　　　　　　　　記1．国際水準並みの競争環境整備（国際的イコ　ール・プッディング）等、わが国海運の競争　力強化　・船舶特別償却制度や圧縮記帳制度等の延長　・特定外国子会社を対象とする連結納税制度　　の早期導入　・円滑な国際船舶制度推進に当たっての条件　　整備　・必要な財政資金の確保2．社会・経済の急速な変化に即した構造改革　の推進　　・実状にそぐわない法制等の抜本的見直しと　各種規制の撤廃・緩和　・港湾関連諸問題の更なる改善3．国際問題への適切な対応　・実効ある海賊防止対策強化への働きかけ　・外航船社間協定等に対する独禁法適用除外　　制度の維持　・アジア船主フォーラムを含む国際団体・機　　関での積極的活動4．船舶の安全運航と地球環境保全に向けての取り組み強化　・地球・海洋環境対策の推進　・安全運航の徹底と海洋汚染防止体制の整備　・クオリティ・シッビングの推進と船舶リサ　　イクル（解撤〉の促進以上決議する。決議案提案趣旨（前文について）　現在、グローバリゼーションとIT革命の世界的な進展に伴い、新たな経済活動が広がりつつあるが、わが国経済が本格的に回復し、二十一世紀においても世界経済の中で重要な役割を果たすためには、経済・社会全般にわたる構造改革が必要である。　外航海運は、地球規模での輸送ニーズが高度化・多様化する中で、海運の役割と重要性が増大していくことを認識し、その重責を果たすことが求められている。　内航海運においては、内航海運暫定措置事業を着実に実施し、船腹需給の適正化を図るとともに、モーダルシフトの担い手としての役割をも果たすべく、構造改善等の環境整備を推進し、経営基盤の充実を図る必要がある。　われわれ海運業界にとって船舶の安全運航は当然の責務であり、当協会はかねてよりその徹底に努めているが、今後ますます重要になる環境問題に積極的に取り組んでいく所存である。また、海賊被害の現状を深刻に受け止め、有効な防止対策の強化には国際協力が不可欠であることから、引き続き国内外での働きかけを行っていきたい。（決議項目の内容について）第一項　国際水準並みの競争環境整備、す　　　　なわち、国際的イコール・フッテ　　　　ィングの実現等わが国海運の競争　　　　力強化のための施策を求めていく。　　　　特に、本年度末に適用期限を迎え　　　　る船舶特別償却制度や圧縮記帳制　　　　度等の延長を関係方面に強く要望　　　　するとともに、円滑な国際船舶制　　　　度推進に当たっての条件整備、さ　　　　らには船舶建造等に必要な財政資　　　　金の確保などを求めていく。第二項　社会・経済の急速な変化に即した　　　　構造改革の推進によ．り、実状にそ　　　　ぐわない法制等の抜本的見直しと　　　　各種規制の撤廃・緩和を求めてい　　　　く。第三項　実効ある海賊防止対策強化への働　　　　きかけをはじめ、アジア船主フォ　　　　ーラムを含む国際団体・機関にお　　　　いて積極的に活動し、国際問題に　　　　適切に対応することを表明してい　　　　　く。第四項　船舶の安全運航と地球環境保全に　　　　向けての取り組みをさらに強化し　　　　ていく決意を表していく。せんぎょう1μ‘v2000魯3勧�S磯平成12年度事業計画1　海運対策の推進（1）国際船舶制度の円滑な推進と日本商船隊　　の国際競争力強化のための諸政策の実現�A　サブスタンダード船の排除・クオリティ　　シッビング問題への対応　（3）船舶解撤（シップ・リサイクリング）対　　策の推進　（4）各部会に係る諸問題への対応2　海運関係税制等の充実　（1）海運関係税制等の拡充　｛2）租税条約等外国税問題　（3）海運企業の経理・財務問題3　船員対策の推進　（1）国際船舶制度推進に必要な外国人船員の　　資格取得の促進と95STCW条約への対応　（2）将来的な船員不足への対応と必要船員の　　確保　（3）船員教育および船員訓練機関のあり方に　　ついての検討　�求@船員の社会保険制度への対応　�求@船員職業安定法の改正への対応　伺　ILO条約等の改正への対応　（7）アジア諸国との船員問題の検討　圖　その他　　・海技免状および関連資格取得対策　　・乗組員の安全対策　　・船員の福利厚生問題　　・その他の船員対策の推進4．環境対策の推進（1）環境保全全般に係る諸問題への対応（2）環境行動憲章・行動方針の策定　（ω　地球温暖化防止に関する諸問題　（4）海洋汚染防止に関する諸問題　（5）海上災害防止対策　（6）大気汚染防止に関する諸問題　（7＞諸外国におけるバラスト水排出規制問題5．国際問題への対応　（1＞外航船社間協定に対する独占禁止法適用　　除外制度　（2〕WTO海運問題　（3）アジア船主フォーラム　（4）各国海運政策への対応　　�@　米　国　　�Aその他諸国　（5）OECD海運問題　（ω　二国間海運問題　（7）国際海運関係機関および国内関係団体と　　の連携・協調の維持6．規制緩和問題への対応7，海賊防止対策8，法務保険問題への対応　ゆ　IMO法律委員会　（2｝国際油濁補償基金総会・理事会　（3）船舶に係る保険問題　�求@その他　　・漁場油濁被害救済基金4§せんきょう’�g♂y20009．情報システム化の推進と貿易手続きの簡易化問題への対応（1）ワンストップサービス実現への対応　〔：2）その他　　・UN／ED正FACT10．港湾諸問題への対応　〔D　港湾関係諸料金適正化　（2｝水先業務への対応　樹　港湾運送事業法・港湾労働法改正に伴う　　諸問題　�求@港湾法改正に伴う諸問題　（5｝3社Joint　Report（対FMC）への対応　樹　米国港湾ユーザーフィーへの対応　の　その他　　・海外の港湾関係諸料金問題への対応　　・コンテナ関連業務11，船舶の安全確保と運航の効率化　（1）船舶の建造および保船業務に関連する諸　　問題　〔2）海上人命安全条約（SOLAS条約）改正　　への対応　（3）ポート・ステート・コントロール（PSC）　　への対応　�求@舶用燃料油対策　紛　海上無線通信の改善12．海上交通および港湾水路の安全対策の推進　ω　海上交通安全対策　（2｝マラッカ・シンガポール海峡の航行安全　　対策　（3）その他　　・諸外国における運航規則に関する情報の　　　豚集及び周知　　・．国際紛争等に伴う船舶の航行安全対策の　　　実地　　・船舶の安全に関する情報の周知13．広報活動の推進　（1＞オピニオンリーダー、マスコミ向け広報　（2）会員向け広報　（3｝学校・教師向け広報　�求@海の日関連広報　〔5）一・般向け広報14．調査ならびに統計出版活動　（D　政策関連調査の推進　吻　商船船腹ならびに海運等に関する統計資　　料・情報の収集・整理生田会長挨拶　第53回総会にあたり、一言ご挨拶申し上げます。　本年度は21世紀への橋渡しの年度に当たりますが、私たちは、今、IT革命という人類史上初のグローバルな規模での産業革命が進行する時代の中にいると言っても過言ではありません。このことは、情報通信技術の飛躍的な発展によるIT革命の進展が、近年大きく進んだグローバリゼーションと相月って、我々人類の経済・社会活動を未だ嘗て経験したことのない広がりせんきょう1z‘’v2000§5門門�Lをもって革新しつつあることを示しているといえます。　このような中、我が国経済は、ユ999年度の実質国内総生産が、前年度を、0．5％上回り、実に3年ぶりにプラス成長を示しました。しかしながら、企業収益の着実な改善や、IT関連を中心とした設備投資が回復を示しているものの、経済・社会の構造調整が本格化する中、景気回復の足取りは弱く、未だ確実に本格的な自律回復の展望が開けたとは言い切れません。世界経済に目を転じますと、史上最長の経済成長を続けている米国経済を筆頭に、欧州経済も順調に成長を示し、アジア経済も底入れを果たし本格的回復を見せている中、一人立ち遅れた形の我が国は本格的な景気回復へ向けて正念場を迎え講灘難．．．可．．．ているといえます。　さて、このように地球規模で大きく変貌しつつある世界そして日本の中で、新しい世紀、21世紀において、我々日本海運はどのように進んでいくことが求められるのでしょうか。　今日、地球上の60億人を超える入間の日々の生活の為には、エネルギー資源をはじめとする原材料や、ありとあらゆる消費財が、世界中に展　　一開する生産拠点へ、そして消費市場へと輸送されることが必要とされます。新しい世紀には、情報通信技術の一層の発達により地球規模での輸送ニーズが益々高まるものと考えられ、世界貿易におけるトータル・ロジスティックスの中核を担う我々海運産業の役割は、世界経済の持続的成長を支える重要なインフラとして、今まで以上にその重要度を増すものと考えます。　我が国外航海運が、そうした重要な役割を担い続けていく為には、先ず、国際水準並みの競争条件整備、所謂、国際的イコール・プッディング等、国際競争力の強化が必要とされます。　特に、今年度、租税特別措揖の期限切れとなる、船舶に対する特別償却制度は、国際基準からみると、それ自体未だ不十分な内容ではありますが、現状、日本海運にとっては誠に貴重な税制であります。本来、諸外国の同様制度に近い水準となるように改善を要望したいところではありますが、本年は、先ず、その存続を強く求めていきます。また、税制の国際的イコール6憩ぜんきようヵ砂2000・プッディングの観点から経済界を挙げて求めている企業の連結納税制度は未だ実現に至らず、特に海運が必要とする、連結納税対象に海外子会社を加えることには更に時間を要するものといわれておりますが、我が国海運企業は海外に多くの仕組船会社を所有していることからも、特定海外子会社を対象とする連結納税制度の早期導入を求めていきます。更には、経済・社会全般に亘る構造改革の推進が叫ばれて久しいものがあり、既に多くの実状にそぐわない法制等の見直しや各種規制の撤廃・緩和が進められていますが、未だ実現できていないものも多く、引き続き推進していきます。　さて、21世紀は環境の世紀とも言われますが、当協会では、昨年7月に環境対策特別委員会を設置し、我々自身の環境問題への認識を深めるべく、本年3月に「海洋環境シンポジウム」を開催しました処、大変多くの方にお集まりいただき、環境問題への関心の高まりを痛感した次第です。海運は、環境に優しい輸送モードという特性を有しており、物流が益々拡大するこれからの時代に最も適した輸送モードといえ、今後とも、地球・海洋環境保全に向けて取り組みを強化していきます。また、広い視野から海洋環境保全を考えた時、船舶の安全運航の徹底が是非とも必要であり、かねてよりその徹底を期しておりますが、より一層の取り組みを図っていきます。　こうした我々の努力に対して、重大な障害として、近年、世界的に、頻発化・凶悪化の度合いを深めている、海賊行為が挙げられます。本年3月、4月に我が国政府の呼びかけで、海賊問題に関する国際会議が開催され、その防止対策の強化に向けて第一歩が踏み出され、大きな前進を見ることができましたことに、先ず感謝と敬意を表したいと思います。しかしながら、船舶・貨物はいうに及ばず、船員の人命をも危険に晒す行為の撲滅には、国際協力が不可欠であり、引き続き国内外で働きかけていきます。　環境問題に関連して申し上げれば、既に、国内物流の大動脈としてトンキロ・ベースで国内の全輸送の約42％を占めている内航海運にあっては、モーダルシフトの担い手として積極的な役割を果たすことが期待されます。この為にも、構造改善等の環境整備を推進していくこととなりますが、当協会としても、内航総連と連携し、関係方面への働きかけ等に協力していきます。　このように、我々海運産業は、産業全体としても、個々の企業としても、アジア船主フォーラムや国際海事機関等の国際団体・機関での活動を通じて、多くの課題を議論し、解決へ向けての新たなルール作りを行ったり、または、現在のルールの見直し、対策強化を図っています。このような様々な国際問題に対し、当協会では、世界の中で主導的な役割を担うべき海運国としての我が国の立場を再認識し、一層適切な対応を行うべく努力していきます。　私は、決意を新たにし、本日、全会一致をもって採択されました総会決議に掲げられた諸施策の実現に向け、微力ながら全力を尽くす所存でございます。皆様の一層のご指導・ご鞭揺を賜りますよう、お願い申し上げます。什∴．キト熟　L．L．りAnハ魯　7閥EW5閥EWslこ王W5脳5羅轡§灘§1；晦国際会議レポート・．繋．新SOLASV章承認される　　lMO第72回海上安全委員会（MSC）の模様について一　国際海事機関（IMO）第72回海上安全委員会（MSC）が平成12年5月17目から5月26日にかけて、ロンドンのIMO本部において開催された。その主な審議概要は、船舶の航行設備に関する規定を全面的に見直す”SOLASV章の改正”およびこれに付随して新たに搭載することを義務付けようとする船舶自動識別装概（AIS）と航海データ記録装置（VDR）、エリカ号の沈没事故に伴い更に重要度が認識されつつある船舶の検査に関するガイドラインの改正、および海賊事件の捜査に関するIMOコードの策定等をはじめ、各小委員会における審議報告等次のとおりである。1，SOLASV章の全面改正　1993年より同章の全面改正について検討されてきたが、昨年の航行安全小委員会（NAV）で最終化され今次会合での承認となった。A工SおよびVDRの審議結果については次のとおりであり、新V章は本年11月に開催が予定されているMSCで採択された後、2002年7月1口発効の見込みである。（1）船舶自動識別装置（AIS）　　昨年（1999年）9月に開催された第45回航　行安全小委員会（NAV）において現存船への　適用が各船種および大きさ毎に段階的に導入　することが合意されたことから今次会合では、　その適用期日について審議された。　　現存タンカーの搭載期日については、設置　工事に際しターミナルにおいて火気使用の制　限があることや、供給体制に問題があること　から、2003年7月ユ日以降の最初のドライド　ックまでとする日本の提案に対し、米国は　NAV　45での妥協案である原案を支持した。　また、国際海運会議所（ICS）は、供給体制の　問題を解決するため、タンカーを他の貨物船8§せんぎょう∫吻2000）と同じ扱いとし各適用期日以降の最初の年次検査までとする提案を行った。　各国の支持は日本提案と米国提案に分かれたが、議長の調停案により、タンカーについては、2003年7月1日以降の最初の安全設備証書の検査時までとすることで合意された。但し、安全設備証書の検査日とは具体的にいつを指すのか明確でないため、これについてはブラケット付きとし次回MSC　73にて審議することとされた。搭載が義務付けられる船舶と適用期日　国際航海に従事する300GT以上の全船舶および国際航海に従事しない50QGT以上の貨物船およびすべての旅客船は以下に従いAISを搭載しなければならない。．1　2002年7月1日以降の新造船．2　2002年7月1日以前に建造された国際航　海に従事する船舶は、　．2．1　旅客船については2003年7月ユ日ま　　で　．2．2　タンカーについては、2003年7月1　　日以降の最初の［安全設備証書の検査時　　まで］　2．3　タンカー・旅客船を除く50，000GT　　以上の船舶は、2004年7月1日まで　．2．4　タンカー・旅客船を除く、10，000GT　　以上50，000GT未満の船舶は、2005年7　　月1日まで　．2．5　タンカー・旅客船を除く、3，000GT　　以上10，000〔汀未満の船舶は、2006年7　　月1日まで　2．6　タンカー・旅客船を除く、300GT以　　上3，000GT未満の船舶は、2007年7月　　1日まで．3　2002年7月1日以前に建造された国際航　　海に従事しない船舶は、2008年7月1日ま　　で　．4　主官庁は、船舶が規定された施行日以後　　2年以内に業務を恒久的に終了する場合に　　は、適用を免除することができる。〔2〕航海データ記録装置（VDR）　　VDRは航空機におけるフライトレコーダ　一と同様、船舶が沈没した後事故調査のため　に全く情報が得られない状況における原因究　明のための装置である。わが国はその有効性　を認めるものの、搭載船舶の安全に直接寄与　するものでなく費用対効果の面で全船に設置　義務を課すのは過大であるとの理由から、適　用を新造旅客船およびRO−RO船のみとする　提案を行い、多くの国がこれを支持した。し　かし現存船を含めすべての船種に適用すべし　とする米国および英国提案を支持する主とし　て欧米諸国と意見が対立した。議長は、旅客　船およびRO−RO船は新造、現存問わず適用、　貨物船については現存船への適用がセンサー　等の取付け工事の困難さなど技術的問題があ　ることから、3，000トン以上の新造船に適用　とする調停案を提示したが、米国はこれを留　保し、英国は議長の調停案に対して現存のタ　ンカー及びバルクキャリアーを含めることを　提案した。激しい議論の末、議長の前記調停　案が、次回MSC　73での採択のため回章され　るととなったが、日本は留保を表明し次回　MSC　73に文書を提出することとなった。搭載が義務付けられる船舶（国際航海に従事する場合）と適用期日ユ．　2002年7月1日以降の新造旅客船2．　2002年7月1日以前に建造されたRO−　RO旅客船は20Q2年7月1日以降の最初の　年次検査までせんぎょう1κτv2000§§9閥EWS腿EWS　N　EWS駐W5薩糀議轡§．際3．RO−RO旅客船以外の2002年7月／日以　前に建造された旅客船は2004年／月1日ま　で4．　2QQ2年7月1日以降に建造された旅客船　以外の3，000GT以上の新造船2、タンカーおよびバルカーの検査強化に関す　るガイドラインA．744（18）の改正　「長さ130m以上で船齢10年を超えるタンカーの縦強度を、旗国検査時に評価し、一定の基準以上の縦強度を持つこと」とする改正案が承認された。これはナホトカ号事故の再発防止対策として日本が提案したものであり第43回設計設備小委員会（DE）において合意され、当初MSC　75での採択が見込まれていたが、エリカ号事故が契機となり緊急案件として今次会合での承認となったものである。また、ナホトカ号、エリカ号による海洋汚染事故の重大性に鑑み、ドライドックで船底検査を実施することが船の構造欠陥の発見に対して有効であるとの考えから、「船齢15年以上の油タンカー及びバルクキャリアーの船底検査は、ドライドックで実施しなければならない」との改正案がフランスより提案され承認された。両改正を取り込んだA．744（18）の改正は、次回MSC73において採択され、発効予定は2002年7月1日。3．海賊及び船舶に対する武装強盗　IMO事務局より最近の海賊事件発生状況について報告がなされ1998年と1999年の比較において減少している地域がある一方、東南アジア地域が増加していることが報告された。なお、IMOにて集計されたデータによれば1999年の海賊事件発生件数は309件であり、前年に比べ47％の増加となっている。また、専門家の派遣、地域セミナーの開催という2つのステージによって構成される海賊対策プロジェクトが、今年3月に開催されたムンバイでのセミナーをもって完了したことが報告された。また、ムンバイの他、シンガポール、ブラジル、ナイジェリアにおいて開催たセミナーから提案された「海賊事件に関する捜査と訴追に関するコード」については、同コード策定のため設立されたコレスポンディンググループの議長国である英国より設立経緯、付託事項の説明がなされ、MSC　73に最終化すべく同グループが継続して検討することとなった。　また、アロンドラレインボー号事件を契機として日本の小渕恵三前首相の提案により海賊対策国際会議が今年3月と4月に日本で開催されたことが紹介され、わが国より会議の結果「アジア海賊対策チャレンジ2000」および「東京アピール」が採択され、海賊問題の解決には、国際協力・連携が不可欠であるとの共通の認識の下、今後の具体的な連携・協力の分野について活発な意見交換が行われたことが報告された。また、わが国は、これら一連の会議の結果を踏まえ、海賊及び船舶に対する武装強盗対策に係る国際的な連携・．協力を一層強化し、アジア周辺海域における航行安全の確保に貢献していきたい旨発言した。4．その他の重要案件（1）防火に関するSOLAS且一2章の改正　　同章は1994年より総合見直しが行われてい　たが、第44回防火小委員会（FP）において最　終化されたものに若干の修正を施し承認した。　次回MSC　73で採択され2002年7月1日発効　予定。　　なお、新H−2章は原則として2002年7月　1日以降に建造された船舶に適用されるが、　次の要件は現存船にも適用される。1Q§せんきょう∫吻2000　・固定式局所用消火装置（2000GT以上の現　　存旅客船）　・深目鍋調理器具用の消火装置等　・非常脱出用呼吸具　・E編に定める操作要件　・タンカーのポンプルームに求められる規則　　の一部　・温度センサー、炭化水素ガス濃度の連続モ　　ニタリング目遣、ビルジウェルモニタリン　　グ装置の設置�A　船上におけるアスベストの使用禁止　　アスベストの新規設置を原則禁止すること　で第43回設計設備小委員会（DE＞の場で合意　された条約改正案が今次会合において承認さ　れ、次回MSC　73において採択されることと　なった。発効予定は2002年7月1日。〔3）航路指定および船舶通報制度　・NAV　45において承認されている次の航路　　指定等が採択された。発効は本年12月1日。　�@チリのlquique港およびPunta　Arenas　　港へのアプローチ用分離通航方式　�AペルーのPaita　Bay港、　Perto　Callao港、　　Puerto　San　Martin港およびPuerto　Ilo港　　へのアプローチ用分離通航方式　�B中国の1⊥1東岬（Chengsham　Jiao　Promon−　　tory）沖水域における分離通航方式と強制　　船舶通報制度　�C米国カリフォルニア沿岸を航行する船舶　　の推薦航路　　300総トン以上の船舶及びバラ積みの危険　　物積載船舶を対象とし推薦航路が追加修正　　を施した上で採択された。　・カスケー沖（Les　Casquet9）及び付近水域　　における強制船舶通報制度　　　エリカ号事故に係わる船舶安全の強化の　　一つとして、カスケー沖及び付近の沿岸海　　域の分離通航帯における、300GT以上の　　船舶を対象とした強制船舶通報制度の導入　　がフランスより提案された。本件は7月に　　開催されるNAV46にて審議される予定。（4）北大西洋アイスパトロール（SOLAS条約　V章）　　第70回海上安全委員会においてアイスパト　ロール維持管理費の分担方法の見直しに関し　合意されたことから、今次会合において採択　されることとなっていたが、米国は国内事情　を理由にこれを撤回し、現行規則と同内容の　規則案を提案した。該当改正案文全体をスク　エアブラケット付きとし、実質的な審議、採　択は次回MSC　73で行うこととなった。�求@ヘリコプターランディングエリアについて　の改正（SOLAS条約皿章28．2規則）　　1997年7月以降に建造される長さ130m以　上の旅客船にヘリコプターランディングエリ　ア（HLA）の設置義務を課す条約の改正が1997　年7月1目発効したが、費用対効果の観点か　ら非RO−RO旅客船にHLAを要求すること　は正当化できないとしてHLAに関する総合　的安全評価（FSA）が1997年のMSC　68以来　行われてきた。その結果、MSC　71において、　HLAの設置をRO・RO旅客船に限定する内容　の改正案が承認され、今次会合において採択　された。本改正は、2002年1月1日に発効す　る予定である。（6）ばら積み貨物船の安全　（イ｝ダービシャー号事故関連　　　英国により、ハッチカバーに対する青波　　の打込み荷重の実験結果が報告された。こ　　れはダービシャ号沈没事故に端を発するも　　のであり、バルクキャリアの構造強化につ　　いての満載喫水線条約改正を目的としてい　　る。日本、国際船級協会連合（IACS）回せんぎよう1肋2ρoo畠11閥EWS閥EW5卜匿W5　甕W蕊　羅轡§　議贈蕊　から、実験条件等について問題点のあるこ　となどが指摘され、次回の復原性・満載喫　水線・漁船安全小委員会（SLF）で検討する　よう要請された。（ω　ばら積み貨物船の総合的安全評価（FSA）　　1999年7月に発効したバルクキャリアの　陰金対策に関するSOLAS条約XH：章の適　用除外船への適用の検討など、バルクキャ　リアの安全性向上に資するために英国主導　で各国が参加して実施されているばら積み　貨物船のFSA検討の非公式プロジェクト　の中聞報告が英国より紹介された。日本も独自のFSA検討の中間報告を行った。英国は多聞報告の後、ハザードのランキング作業を行うよう提案したが、IMOで本作業を実施することの問題点がわが国を含む各国から指摘され、ランキング作業は実施されなかった。今後、本プロジェクトの作業はIMOの外で実施され、結果がIMOに報告され審議される予定である。尚、本プロジェクト及び日本のFSA検討に対して各国にコメントが要請されることが合意された。内外情報11．水先制度の今後のあり方を巡る検討につい　て規制緩和要望や経済審議会、行政改革委員会等の指摘を受けた運輸省は、1997年7月、海上安全船員教育審議会（安教審〉へ「水先制度の今後のあり方について」諮問を行った。【諮問理由1　現行の水先制度については、水先法制定以来適宜見直しを行い、制度の整備に努めてきたところである。　しかしながら、最近の社会’1青勢の変化に伴う規制緩和の動きや港湾整備の進展、船舶の交通情勢の変化、船舶の技術革新、日本入船員を取り巻く環境の著しい変化等、水先制度に大きな影響を及ぼす諸般の情勢の変化に対応するため、水先人の免許要件、水先区及び強制水先のあり親等、今後の水先制度のあり方について諮問するものである。【安教審の水先関係委員会】安教審水先部会部会長：加藤俊平東京理科大学教授水先料金問題検討委員会　　水先区の設定等に関する検詞会　　水先人の免許等に関する検討会当協会を含めた三者構成委員長：加藤俊平東京理科大学教授　　委員長：久々宮真前東京商船大学学長12魯せんきょうル砂2000　これを受けて開催された安固審水先部会（部会長：加藤俊平東京理科大学教授）において、「水先区の設定等に関する検討会」（委員長：加藤俊平東京理科大学教授）および「水先人の免許等に関する検討会」（委員長：久々宮久前東京商船大学学長）を新たに設置することとし、当面の検討項目である水先区及び強制水先のあり方および水先人の免許要件等についての専門的な検討が委ねられることになった。　なお、水先部会の下部機構としては、この他、前回の水先料金改定時の1992年7月に、当．協会からの要望を受けて「水先料金問題検討委員会」（当協会／運輸省／�兼�本パイロット協会の三者構成）が別途設置され、水先料金体系の見直しについて検討している。　それぞれの検討会遇での審議状況は概要以下の通りである。2．水先区の設定等に関する検討会の審議状況　「水先区の設定等に関する検討会」においては、神戸港をはじめとする300総トン強制区である港湾管理者からの強制対象船舶の見直し（トン数緩和）を内容とする規制緩和要望について審議を行っている。　これまでに取り上げた強制区は神戸港および横浜港で、同検討会での結論を元に水先部会で’審議された結果、神戸港については、強制対象船舶を300総トン以上から1万総トン以上へ（1998年7月実施）、横浜港については、危険物積載船を除く強制対象船舶の同3千総トン以上への引き上げ（1999年7月実施）がそれぞれ認められた。　本年度は、同様に強制対象船舶の見直しの要望が出ている関門港について審議を開始することとし、本年5月30日に開催された第1回検討会では、今後の進め方について討議するとともに港湾管理者の要望概要についてのヒアリングが行われた。その結果、今後の進め方としては、港湾管理者をはじめとした関係者のヒアリングを行い、論点整理を行った上で、年内を目途に取り纏めを行うこととした。また、神戸・横浜と1司様に、審議を円滑に進めるため、�兼�本海難防止協会　水先問題検討会において、シミュレーションによる評価等を並行して検討することとされた。　なお、関門区の強制は現行では、�@関門水先区内の入出港船：300総トン以上、�A通1峡船：1万総トン以上、の2種類の強制体制となっている。港湾管理者からの規制緩和要望は経済的観点から、�@の対象船舶の見直しであるが、同区内における海難事故が多いことから、関門水先人会戦の現地関係者の要望により、�Aの通峡船1万総トン以上の見直し（トン数強化）についても本検討会で併せて審議することなった。　同検討会は、本年7月ユ8日に2回目の会合を開催することとしており、当．協会をはじめとする関係者のヒアリングを行うこととしている。3．その他検討会の審議状況�@水先料金問題検討委員会　　　当．協会および�兼�本パイロット協会の料　　金体系見直しに関する提出項目に基づき審　　議を行っている。当協会からは項目として、　　夜間割増をはじめ大型船二人乗り料金等の　　見直しを提出している。なお、当協会提出　　項目のうち、夜間割増の対象時間の短縮（日　　出没前後1時間の廃止）等が取り纏められ、　　水先部会の了承を経て、1998年4月より実　　施された。�A水先人の免許等に関する検討会　　　水先人の今後の需給見通しおよび水先免　　許のあり方則について審議を行っている。せんきょう侃v2000�Q13睡W5朧W5糀W5王W5鑑W5騨聾澱ダ§1997年10月には、今後10年後には水先人の需給の逼迫が予想されることから、その対応策として、船長履歴3年の一定程度の短縮、その他内航船・官公庁船船長も供給源とする方法等を検討すべきとする、中間答申が取り纏められている。　上記の通り水先部会をはじめ三つの検討会において、制定後50年以上を経過した水先法およびそれに基づく水先制度そのものについて検討が開始されている。　このため、当’協会は港湾物流委員会において鋭意検討を行い、利用者である目零の立場から抜本的に検討を行った上で、船主意見の反映に努めることとしている。特に、利用者の最大の関心事である水先料金水準をはじめとした経済的な側面については、水先部会等あらゆる機会をとらえ、改めて料金問題を提起していくこととしている。　　　　国際船舶制度の進捗状況を確認　　　　一国際船舶制度推進調査委員会　国際船舶制度推進調査第ユ2回委員会（委員長　谷川久成膜大学名誉教授）が6月13日、開催された（委員名簿資料1参照）。同委員会は海運造船合理化審議会海運対策部会および同小委員会の審議を円滑に進めるために日本船員福利雇用促進センター（SECOJ）に1996年4月に設置されたもので、1998年2月までに11回の会合が開催されている。　今般の会合は、前回会合以降2年4ヶ月ぶりに開催されたもので、国際船舶を巡るこの間の動きの報告を中心に検討が行われた。　主な報告事項・当協会の対応等は以下の通りである。　承認制度　船舶職員法の改正により、瓢CW条約締約国の資格証明書の受有者であって運輸大臣の承認を受けた者は船舶職員として日本船に乗組むことができる制度（≡承認制度、資料2参照）が1999年5月に導入された。　2000年i月、承認制度に基づく承認試験がフィリピン　マニラ市で開催され、48名（航海士23名、機関士25名）が受験し全員が合格した。第12回会合の開催について一　　　　　　　　へ　　．究　　＼、　．．　．．．．＼　「’　　＼　　�`（その後、2000年6月に行われた承認試験では、57名（航海士28名、機関士29名）が受験し全員が合格した。）　2000年3月末までに、これら承認船員を配乗した国際船舶が3隻実現した（うち2隻は日本人船・機長2名配乗船）。　当協会は、国際船舶の船・機長2名配乗体制への円滑な移行のためにはある程度の期間内に必要・十分な承認船員数を確保する必要があることから船社ニーズに合った承認試験が実施されるよう要望した。　船員法等関連資格　国際船舶制度の進展に伴い、航海当直部員、危険物等取扱責任者、安全担当者、消火作業指揮者、衛生担当者等の船員法関係資格について外国人船員に対応した制度の見直しが行われるとともに、2000年2月にはフィリピンにおいて外国人船員を対象として英語による船舶料理士試験が実施され、受験者27名全員が合格した。　当協会は、船員法関連資格のうち、「衛生管理者」資格を簡便な方法で外国人船員に付与する制度を創設するよう要望するとともに、船舶料14��せんきょうル砂2000理士試験については船社ニーズに応じて英語による試験を外国で実施するよう要望した。また、2002年2月以降航海当直職員全員に必要となる電波法上の資格についても簡便な方法で外国人船員に付与する方法を確立するよう要望した。　若年船員養成プロジェクト　若年船員養成プロジェクトは、外航商船での乗船訓練など実践的な訓練を通して即戦力として活躍できる能力を身につけた若年日本人船員を養成することを目的｝こ平成10年10月より開始された（制度概要は資料3参照〉。第1期訓練生11名（航海科10名、機関科1名）は乗船訓練を終え、本年4月から後期座学を受講中であり、併せて就職活動を行っているところ。第2期訓練生16名（航海科15名、機関科1名）は現在乗船訓練中。第3期生（定員18名）については現在訓練生を募集しているところ。　本プロジェクトは、国家予算の補助を受けて実施されているが、第1期・第2期とも定員30名を大幅に下回る訓練生となったことなどから、本委員会の下部組織である「国際船舶制度に係る教育訓練スキーム及び外国人船員に対する海技資格の付与の方法に関する検討会」（座長：加藤俊平東京理科大学教授、以下「検討会」）で制度の見直しの検討が開始されている。　当協会は、本プロジェクトに対し、乗船訓練のための船を提供するなど応分の協力を行ってきている。　海運関口税制勉強会　海運関連税制勉強会（座長：山下学東京経営短期大学助教授、以下「勉強会」）は、海運造船合理化審議会の報告書に盛り込まれた税制措置をはじめとして今後基礎的・制度的な検討が必要な海運関連税制に関する措置について取り上げ、勉強するために設置された。勉強会は1998年7月以降3回の会合を開催し、船員税制・トン数税制等について各国の例などを参考に勉強を行っているところである。【資料1】　　　国際船舶制度推進調査委員名簿　　　　　　　　　　平成12年6月13日現在　　　　　　　　　　　　（敬称略、50音順）（委員長）　谷川　　久　成田大学名誉教授（委　員）　粟田　房穂　�樺ｩ日新聞社社友　五十畑　隆　�且Y業経済新聞社客員論説委員　植村　保雄　�兼�本船主協会企画調整部長小澤　寛謄臭i鷺鍵主声門　片山　真人　�兼�本船主協会政策委員会幹事　加藤　俊平　東京理科大学教授　北山　　等　全日本海員組合国際汽船局長　栗原宣彦�鞄�本経済新聞社社友　小林　　求　�兼�本船主協会政策委員会幹事・殿俊昭塁繋笙磁器　関内旬一郎　�兼�本船主協会政策委員会幹事　玉置　和宏　�竃�日新聞社論説委員　中本　櫃夫　全日本海員組合外航部長　松田　英三　�鞄ﾇ売新聞社論説委員三尾　　勝山下　　学（運輸省）春成　　誠中田　　徹影山　幹雄城石　幸治田根　一美森重　俊也全日本海員組合総合政策部長東京経営短期大学助教授海上交通局海事産業課長海上交通局外航課長海上技術安全局船員部労政課長海上技術安全局船員部労働基準課長海上技術安全局船員部教育課長海上技術安全局船員部船舶職員課長　　　　　　　　　以上23名廿A、キ上「　酌妬ワ〆｝ρn6蕊1R圃匹WS髄覧WSN眠WS．．．＝霞W§．騒総醗継綜」覇　聖鴇　t¶　　　心ヴ　施策の具体化検討・フォローアップ等の体制について　国際船舶制度が具体的に動き出したことから、検討会の検討範囲を変更して、「施策の具体化のための検討・施策立ち上がり後のフォローアップを行うための官労使参加による検討会」として継続し、施策の具体化のための検討、施策立ち上がり後のフォローアップを行うこととなった（資料4参照）。憤料2】承認制度の手続概要図締約国資格証明書受有者受　　講国内海事法令講習く一．．．．．・．・・．承認申請・就業範囲・乗船経験の確認験験査試試検　述体認　口身承合　　格就業範囲の指定・承認　・承認原簿に登録　・承認証を交付確認する知識・能力等�@海技に関する知識・　能力�A国内海事法令に関す　る知識�B身体適陛�C乗船経験船舶職員として乗り組み可【資料3】若年船員養成プロジェクトについて1，スケジュール　　　　　平成10年度平成11年度平成12年度1。月1112123演56789101玉ユ2123、4567891。1期生（11名）乗船前訓練期学準前座乗船訓練　・船社提供の船舶による乗船訓練　・16カ月の問に最低ユ2カ月乗船後　期　座　学終了航海シミュレータ、機関シミュレータ等による乗船前の訓練　　　　・海技大学校で実施　　　　・実用英会話、2級受験のための学習等　　　　・3級受検、海技資格取得　　　　　　　　　　　　〜2期生　　　　　　｛（16名）　　　　　　…　　　　　　　　　　　　…・期生　　　　i（蕎翻＞　　i2，予　算　　　　　　　　1平成10年度予算　86百万円平成11年度予算　86百万円平成12年度予算　76百万円　　　　・海技大学校で実施　　　　・実用英会話、1・2級受験のための学習等　　　　・2級受験、海技資格取得　　乗塵翠船　・…　　練　　　　　　　　i　　　。遜　　　　　　　　…　　座礪　　　　　　　　：16§せんきょう」躍y2θoo【資料4】施策の具体化検討・フォローアップ等の体制政策企画立案段階←　　　　　　　　　　　．……→政策具体化実行段階犬井部会長：海運造船合理化審議会海運対策部会@　　　　　平成8年3月28日検討開始平成9年5月3D日^輸大臣に報告……海運造船合理化審議会海運対策部会付議睡……：必要が海運造船合理化審議会海運対策部会小委員会rあ谷川委員長：平成8年3月28日検討開始…れ「ば付報i報託告i告国際船舶制度推進調査委員会（SECOJ）…国際船舶制度推進調査委員会谷川委員長：平成8年4月9日第1回委員会継　　続：（SECOJ）w1　報iw報G告…G告国際船舶制度に係わる教育訓練スキーム及びi：施策の具体化のための検討・施策立外国人船員に対する海技資格の付与の方法に…ち上がり後のフォローアップを行う関する検討会　　　　　　（SECOJ）ﾁ藤進行役：平成9年4月16日第1回検討会検討範囲を変更ｵて継続…3（SECOJ）．ための官労使参加による検討会施策の具体化のための検討は必要iに応じ検討会を開催して行う。…・施策立ち上がり後のフオロ　アッ：プについては年に数回検討会を開i催し、運輸省から若年日本人船員：の訓練状況や承認を受けた外国人脚職員の配乗状況等の報告を受け状脚況把握に努める等、国際船舶制度の円滑な推進のためのフォローアップを行う。脚3「i米国新規運航補助制度について．1一米国運輸省連邦海事三年次報告書より一　米国運輸省MarlUlne　Administration（MA−RAD＝連邦海事局）は毎年報告書を作成し、前年度の活動報．告と次年度の活動計画を発表しているが、／999年会計年度（1998年10月1日〜1999年9月30日〉の報告書が2000年5月に発行された。　その中から、海運助成策に注目し、�@新規運航補助制度（Mari廿me　Security　Prograln：MSP）�A任意複合海上輸送契約（V。重untary　Intermoda1Seal血Agreement：VISA）�BMSPとVISAの関係（MSP／VISA　Linkages）に関する部分の概要を今月号と次月号の2回に分けて紹介する。�@新規運航補助制度（MariUme　Security　Pro−　gram）　米国では、新規運航補助制度（Maritime　Se−curity　Program、以下「MSP」）により、有事における国防省（DOD）の役割をサポートする目的で、国際貿易に従事する民間．所有の米国籍かぜんきょう1郡ly　2000魯17N駐WSNEWS、二EWS　EWS庭W§謹轡§烈鷺つ米国人船員を配乗する定期船を維持することが可能となっている。　この制度は、1996年Maritime　Security　Actのもとに確立された10年間の計画であり、他国籍船より割高である米国籍船の運航コストを部分的に相殺するため、年間約1億ドル（約105億円）を最高47隻の船舶に支給する（1隻あたり210万ドル≡約2億2，050万円）ものである。　MSPはその目的通り、国家安全保障要請に応え、かつ国際商取引において競争力のある米国籍船を維持するため、近代的で効率的な軍事的有用性のある商用乾貨物船から成る米国同船を確保するのに役立っている。1999年会計年度においては、MSP船隊は世界の海で16，000日を超える運航時間を記録した。また、米国商船隊だけでなく米国政府所有の戦略的海上輸送船隊に配乗可能な技術と忠誠心を有する米国人船員の労働力を、平時と有時の両方において維持するのに役立っている。MSPは、比較的大きくない連邦政府援助資金（己年間約ユ億ドルの助成金）によって85億ドル以上の価値を有する強固な米国商船隊を維持している。　MSPは、これまでの運航差額補助（ODS）、つまり、割高な米国籍船による運航コストと外国一回による運航コストの差額全てを補目する制度に代るものである。米国籍船運航社がさらにコストを削減し効率性を高める奨励策として、米国議会はMSPの補助金のレベルをODSのものよりはるかに低い固定額に設定した。　MSPは主として1年毎に1隻あたり210万ドルの金銭上の援助を提供し、それはこれまでのODS計画のコストの半分以下である（ODSの年間平均助成額（1977−99）は2億1，230万ドルである）。このため、MSP運航船社は、この削減された支払額に適応するためにさらにコストを削減し、より効率的になることが求められている。　また別のMSPの重要な要素として新しくかつより効率的な船の米国登録への移籍があげられる。1996年のMSP制定以来、合計12隻の近代的な定期船一その全てが船齢10年以下である一がMSPに参加するために米国籍に移籍している。さらにMARADは、ある船社の新造RO／RO船と船齢25年の船を代替する要求を承認した。　更にあるMSP船社は、　MSPの補助なしに船齢5年以下の3隻のコンテナ船を米国籍に移籍した。これら16隻が加わったことは、21世紀に向けて米国商船隊の近代化に貢献しその競争力と海上輸送力を高めている。　1999年会計年度の聞、MARADはCrowleyAmerican　Transport，　lnc．の所有する3隻のMSP船とその3隻のMSP運航協約をAutomarIntematbnal　Car　Ca面er，　Inc．（AICC）に譲渡するという同社の申請を承認した。これにより3隻の血ll　RO／RO船が前のCrowley社の運航協約におけるコンテナ船に取って代わることとなった。　これらRO／RO船のうちの1隻は2000年会計年度初めにノルウェー籍から米国籍に移籍される予定である。この新しい潜在能力により米国の国家安全保障要請を充たす能力は改善される。1999年9月30日現在、MSP船社12社は46隻に対しMSP補助金を受けている。　MSP参加船社と船舶は表1の通りである。（注）1．2QOO年会計年度早々にAutomar社のRO〆RO　船が1籍MSP補助金対象に加わり、MSP船は　47隻となる。2．RO／RO、ロールオン／ロールオフ船3．LASH、ラッシコ」船4．1ドル‘105円とした。18§せんきょう∫吻2000（戸表1　MSP対象船舶（1999年9月30日現在）社　　　　　　　名船　　　　名船　　型TEUsAmehcan　Ship　Management，玉nc．APL　KOREACONT　C113，9GOAmerican　Ship　Management，　Inc．APL　PHILIPPINESCONT　C113，9DOAmericaa　Ship　Management．　Inc．APL　SINGAPORECONT　C113，900American　Ship　Management．　Inc．APL　THAILANDCONT　C113，900American　Ship　Management．　Inc．PRESIDENT　ADAMSCONT　C103，600America且Ship　Management．　Inc．PRESIDENT　JACKSONCONT　C103，60QAmerica皿Ship　Management．　Inc．PRESIDENT　KENNEDYCONT　C103，600Amencan　Ship　Management．1nc．PRESIDENT　POLKCONT　C103，60Dんnehcan　Ship　Management．　Inc．PRESIDENT　TRUMANCONT　C103，600Centra重Gu廷Lines，　Inc．GREEN　LAKECAR　CARRIER1，45SCentral　Gu廷Lines，1員。．GREEN　POINTCAR　CARRIER403Centra墨Gu丘Lines．　Inc．GREEN　BAYCAR　CARRIER1，135Automar　Intemational　Car　Carrier，　Inc，FAUSTPCπ℃1，537Automar　Intemational　Car　Carrier，　Inc．FIDELIOPCTC1，772First　A瓢erican　Bulk　Carrier　Corp．CHESAPEAKE　BAYCONT2，409First　Amedcan　Bulk　Carrier　Corp．DELAWARE　BAYCONT2，409Farrell　Lines，　Inc．ENDEAVORCONT1，834Farrell　Lines．　Inc．ENDURANCECONT1，834Farrell　Lines、　Inc．ENTERPRISECONT1，834First　Ocean　Bu重k　Carfier王，LLCLYKES　NAVIGATORCONT2，698First　Ocean　Bu互k　Car質er　H，LLCLYKES　DISCOVERERCONT2，698First　Ocean　Bulk　Car直er皿，LLCLYKES　LIBERATORCONT2，698Maersk　L童ne　LimitedMAERSK　CALIFORNIACONT1，400Maersk　Llne　LimitedMAERSK　COLORADOCONT1，169Maersk　L玉ne　LimitedMAERSK　TENNESSEECONT1，325Maersk　Line　LimitedMAERSK　TEXASCONT1，325OSG　Car　Carriers，　Inc．OVERSEAS　JOYCECAR　CARRIER1，147Sea−Land　Service，正nc．SEALAND　ENDURANCECONT　DgJ3，606Sea−Land　Service，　Inc．SEALAND　DEFENDERCONT　DgJ3，606Sea−Land　Service，正nc．SEALAND　QUAUTY00NT　ACV3，606Sea−Land　Service，　Inc、SEALAND　PERFORMANCECONT　ACV3，606Sea−Land　Service，　Inc、SEALAND　INTEGRITYCONT　ACV3，606Sea−Land　Service，　Inc．SEな【AND　ATLへNTICCONT　ACV3，606Sea−Land　Service，　Inc．SEALAND　INNOVATORCONT　DgJ2，306Sea−Land　Service，　Inc．SE脳D　EXPLORERCONT　DgJ2，3G6Sea−Land　Service，　Inc．SEALAND　PATRIOTCONT　DgJ2，306Sea−Land　Service，　Inc，00CL　INSPIRATIONCONT　ACV2，306Sea−Land　SeMce，　Inc，OOCL　INNOVATIONCONT　ACV3，606Sea−Land　Service，　Inc，NEWARK　BAYCONT　ACV2，306Sea−Land　Service，　Inc、NEDLLOYD　HOLLANDCONT　ACV2β06Sea−Land　Service，　Inc，GALVE皿ON　BAYCONT　ACV3，606Sea−Land　Service，　Inc、SEAL島ND　UBERATORCONT　DgJ3，606Waterm�oSteamship　Co1P．GREEN　DALEPCTC1，458Waterman　Steamship　Co1P．訂ONEwALL　JACKSONLASH1，246Waterman　Steamship　Colp．ROBERT　E．　LEELASH1，246Wate�oan　Steamship　Coη｝．GREEN　ISLANDLASH1，246ユ16，171．｝GMDSS機器の陸上保守間隔が延長　国際航海に従事する船舶等の無線設備については、船舶安全法および電波法により、設備の二重化、陸上保守または船上保守のうち2つないしは1つの措’置を講じることとされており、このうち「陸上保守」の保守間隔は、わが国では6ヶ月毎に行うこととされております。諸外国では無線検査に合わせ1年毎に実施されているのが実態であり、当協会では、規制緩和要望において、陸上保守間隔の王年への延長を求めてきましたが、平成11年、規制緩和推進3ヶ年計画に盛り込まれ、11年度内に保守間隔を1年に延長する可能性について検討することとされました。　その結果、平成12年7月7日、郵政省は本件に係る改正省令を施行するとともに、運輸省もこれに合わせ、関係通達（船舶安全法施行規則第60の5に基づく保守等承認手続き）の改正を行いました。これにより、陸上保守の点検は年1回目定期的検査時にのみ実施することとなり、当協会の要望が実現しました。せんきょう吃り20ρ0魯19寄稿lTの波が海運へ騨．難一海運を取り巻くIT一日本郵船IT戦略グループグループ長代理和田好夫　最近の新聞には、「IT（Information　Technol−ogy）」という活字が無い日はないのではないかと思われるくらい、世の中ではITがもてはやされている。20年ほど前にA．トフラーが著した「第三の波」という本があったのを思い出す。人類の歴史において、農耕社会、そして産業革命による工業化社会に続く「第三の波」がどのようなものなのか、当時は、やや漠然とした感じでしか捉えられなかった。だが、ディジタル情報革命による情報化社会は、急速にその形を整え、現実に産業や私たちの生活を変えてきている。海運においても例外ではなく、新しいビジネスモデルを構築できない会社は、急速にその競争力を失うこととなりかねない。　新しい情報化社会は、私たちの海運産業にどのような影響を与えているのだろうか。一般論としては、「単なるナレッジ・マネージメントから情報の戦略化への変革、既存業務をシステム化して改善することにとどまらず、ITを前提として新しい経営戦略＝企業競争力を創りあげる」、と言うことであろう。ネットワーク時代の企業内プロセスの変革ということで、一般論として下記の4項目がよく取上げられるのでご紹介しておく。　一ERP（Enterphse　Resource　Planning）；　　経営効率改善の手法・概念であり、全社統　　合業務システムを構築すること　一SCM（Supply　Chain　Management）；　　調達・生産・流通・販売という企業盾動プ　　ロセスを、金髪最適の観点から再構築する　　こと　一CRM（Customer　Relatlonship　Manage−　ment）；　　顧客との良好な関係を重視して、企業利益　　の向上と安定化とを目指す経営戦略　一PDM（Product　Data　Management）；　　製品のライフサイクル全体を対象とした、　　製品情報管理　これまで海運業界は、国際的な自由競争の中で生き残りの為の合理化努力を続けてきたが、それを可能にした大きな要因の一つはディジタル情報技術の進歩である。船舶の大型化や戦略的な企業統合など、大規模経済のメリットの追求も、ITによる容易な情報の管理・提供に支えられている。まさにITが戦略的な経営計画を可能にしているのである。具体的なITの海・運への影響という意味合いからは、大きく分けて次の5つの分野がある。　1）　対顧客システムの改善；　　　顧客の経営戦略を実現する為の情報提供　　やサポート　2）　電子商取引による取引形態の変革；　　　インターネットを利用して、より便利な　　サービスを提供　3）社内オペレーションシステムの改革；　　　社内の意思決定の為の情報の分析・活用　4）業務改善；　　　社内業務のプロセス・ワークフローや意　　識の改善　5）　通信技術の発達　上記の1）および2）は主に顧客との関係に関連するものであり、3）および4）は、社内業務に関20憩せんきょうノ吻2000連するものである。現実には、上記5項目が相互に関連しあらている場合が多く、それぞれを個々の観点から論ずることには無理があるが、ここでは1）および2）に関連するシステムを顧客系システム、3）および4）を業務系システムと名付け、この2つの視点から最近の動向を見てみることとする。A）顧客系システム：主にCRP／SCMに関連　　海運業者と顧客との取引形態は、いわゆる　Bto　B（Businessto　Buslness；企業間取引）と　Bto　C（Business　to　Consumer；企業一消費者　間取引）の両方の概念が存在している。従っ　て、顧客と海運会社との問のコンタクトは、　あらかじめ決められた内容での顧客との問の　EDI（Electrlc　Data　lnterchange；コンビュー　タ・ネットワークを介しての受発注や決済な　どの電子的なデータのやり取り）の場合もあ　るし、インターネットを使って不特定多数の　顧客からのアクセスもある。　　インターネットを使っての情報交換の内容　は、現在は船艦によって提供する内容が異な　っているが、その主なものは、スケジュール　情報、運賃照会、Booking、　B／L作成・発行、　貨物トレースなどである。従来、電話やFAX　などで行っていた情報交換が、書き換えを不　要としたり、時間的なズレが少なくなるとい　うように、単に便利になっただけではない。顧客からみれば、例えば貨物トレースがよりタイムリーに可能になることに　よって、揚地側での在庫状況を見なが　らの仕向け地変更が木目細かく可能と　なり、全体としての在庫の減少に繋が　っている。さらには海運にとどまらず、　陸送や空輸、倉庫の情報を組合せるこ　とによって、顧客のSCMに寄与し、物流全体の合理化が可能となる。B）業務系システム：主にERPに関連　　海運各社の業務系システムはそれぞ　れ独自のものであり、従って、ITの利　用の仕方も区々であるが、ITの進化で変わってきた業務の主なものとしては、下記が挙げられる。・ドキュメンテーション、船舶動静管理、コ　ンテナなどの機器管理、コスト管理、会計　管理などの基本的な業務システムが完成し、　顧客へのサービス向上や社内意思決定への　重要な資料となる。・イントラネット（インターネット技術を利　旧した企業内ネットワークシステム）によ　るコミュニケーションや情報共有。・通信衛星などを利用した船陸間のコミュニ　ケーション、また海国業者やターミナルと　の電子データ交換、・BPR（Btlsiness　Process　Re・engineering）に　よる社内業務のプロセス改善やペーパーレ　ス化など。　以上、海運会社を取り巻くITに関して取上げてみた。技術をツールとして業務を改善することはもとより、技術を前提として、新しい競争力を生み出す努力を行うことが重要である。技術そのものは魔法の万能薬ではなく、それを使っていかに新しい競争力のあるビジネスモデル（儲ける仕組み）を創っていくのか、また、そうした競争力を創り出す努力が必要であるとの意識変革（変eましょう）が最も重要であると考える。、野，無．　　　　ダ海運を取り巻くrrフ．ナンユー、レEoo田G貨揖・レー「．ρ　　譲　贈　噌　§ターミナル〉冒，DI1＼騨・　〆　、　　ゆ　　1ζ∫?G．一シ罪P　圭　　�褐ﾄ　窪　　1裏器暫理　　　　コ院ト菅理　　　　害計シスデム〔通信り�`廿A印宍よ「　ノ7〃り？ρn〆｝爵ワ1「海賊インフォメーション」ページの新設について　当協会では、海賊問題に対する社会の関心が高まっていることから、船舶に対する海賊あるいは武装強盗事件の実態および関係機関の対応等に関する情報を一般の方々に提供するため、当協会ホームページの中に「海賊インフォメーション」ページを新設致しましたのでお知らせいたします（URL　http：〃wwwjsanet．orjp／d2・3．html）。　同ページでは、海賊発生の統計データや海賊事件防止のためのIMOガイドラインをはじめ、本年4月に東京で開催された海賊対策国際会議で取り纏められた「東京アピール」、等の他、当協会による船主自衛策の強化に資するための取り組みなど海賊に関する様々な情報を掲載しています。また、1MB（国際商業会議所の国際海事局）や日本財団など関係機関のホームページヘリンクすることもできます。海賊インフォメーションPird　L〔＝ン　　　覗　葦口　rβLa　し5G　驚海賊問題への取組み及び海賊事件の類型1　海賊発生状況（1）世界における発生状況　　1）lMB（国際商業会議所の国際海事局）による統計（1991年〜］999年）2）］999年IMB年次報告の概要3）lMOによる統計（2000年1月〜3月）　〈IMBによる海賊襲撃情報（Weeklゾreport）はこちらをクリック〉�Aわが国関係船舶における被害発生状況　↑現在集計・分析中につき、もうし［まらくお待ち下さい。　〈日本財団による海賊情報はこちらをクリック〉2　船舶に対する海賊および武装強盗の防止対策（1）IMO（国際海事機関）の取組み　　1）［MO（国際海事機関）における海賊問題の検討の経緯2）MSC回箪「船舶に対する海賊行為及び武装強盗の排除のた竺の各国醜府への勧劃（MSC／　αrc．622Rev．1）3）MSC回章「船舶に対する海賊行為及び武装強盗の防止　並δに抑止にがかる船主、船舶運航者、船長及び乗組貫のためのガイド」∫MSO／Circ、623　Rev．1）（2）東京海賊対策国際会議（2000年3月〜4月）・海賊対策に国際連携強化1）索京アピール2）モデルアクションプラン3）アジア海賊チャレンジ2000�B海賊および武装強盗通報先リスト（4）船主自衛策強化のために　D保安計画策定のための指針　2）海賊対策用船舶動静把握システムについて3）海賊警報装置のこ紹介4）日本船主協会関係船舶の海賊筆件遭遇速報［こついて22§せんきょうノπ妙2θσθ寄稿饗浦蘂グローバリゼーションと大型化一相次ぐ大型コンテナ船の竣工について一日本郵船調査グループ定期船調査チーム長増田聡　ここ数年のコンテナ船新造の動きを見ると、1990年以降順調に伸びてきた竣工量が1999年には大きく落込んでいる。このため、数年続いていた10％を超えるコンテナ船船腹量の伸びも1999年々初から2000年目初にかけては7％台とやや落込んだ。供給量が落着いた一方で、需要たる荷動き量は、世界の貿易の中心を占める米国の景気が高原状態にあることから、主要航路において10％前後の高い伸びを示した。この結果として、1999年は需給タイト感が前年よりさらに強まり、世界最大の荷動き量を誇る太平洋航路等において運賃率が大幅に改善された。　　　　　　　　　　　　　　表1　丁EU700，000600ρ00500，000400ρ00300ρ00200，000100，000　咋年のコンテナ船竣工量は前述の通り少なかったが、発注量は、昨年後半に底をつけたと思われる低船価の恩恵もあって、TEUベースで過去最高の62万TEU（隻数は188隻）を記録した。本年に入ってからも、発注量は衰えを見せるどころか、よりハイ・ペースとなっており、6月までの半年で既に60万TEU、150隻を超えようとしている。特に、アジア通貨危機以降のウォン安を背景に競争力を強めた韓国の造船所が受注量を飛躍的に伸ばしており、現代・三星等の大手造船所においては2002年までほぼ船台が埋まっていると言われている。船型別新規発注船腹量の推移0　1988　　1989　　1990　　1991　1992　　唯993　　1994　　1995　　1996　　1997　　1998　　1999園4，000TEU＋圏3，000−3，999丁EU□2，000−2，999TEUこ．、　　．@く“ミ織□■1Under，000−11，999TEUC000TEUDi“F…．．：≧三！奪蝶1・D．Y賦曝．．．刀D繋　．・卜＄．ぐ」緻A｝．．革、ひ＝ポ．3．灘．．・ヤ■9華講．．、L．£．ぐ：懸�椨」霧ざ　�`’．ﾏ．．．D｛．．「奄奄堰p．．．D・F｛馨．．．�d、嚢．黎…ト難．．冶．こ．ゴ．＝．しこ亭黙』i襲．．「蛹怐D・．、、」■こま斗．＝．5幽せんきょう屠v2000齢23　上記（表1）は発注船腹量の推移を船型別に区切って表わしたものである。船型別に見ると、4，0001EU超のポストパナマックス型といえる大型船の比重が近年とみに高まってきており、1999年においてはTEUベースで全発注量の67％を占めるに至った。大型化の要因は一言で言えばスケールメリットの追求であり、グローバルトレンドとしての寡占化の流れがこれを加速させている。つまり、合併・買収により巨大化した企業が規模の利益を享受すべく船型の大型化により単位当りコストの削減を行なうと、他社も競争力を保つ為に大型化に走らざるを得なくなる、大型船でサービス頻度を減らさずにスペースを埋め切るには合併・買収による企業の規模拡大あるいは数社で共同配船を行なうべくアライアンスを組むといったことが必要となってくる。このような循環が大型化をさらに上のレベルに引っ張っていく原動力になっていると考えられる。　4，000TEU超大型船の中でも、最近はより大型の6，000TEU超船の発注が目立っており、6月末現在の発注残船腹数は4，000−5，00〔∬EU型54隻、5，000−6，000TEU型89隻、6，000TEU超表2　運航自社別発注残（6000TEU超）型74隻となっている。6，000TEU超型の発注残明細は下記の通り（表2）。　発注が確認されている船腹の中で、現時点での最大船型はHapag　Lloydの7，200TEU型、100，000DWTかMaersk　Sealandの‘S℃1assと呼ばれる6，6QOTEU型（80QQTEUまで積めるという説あり）、104，700DWTのどちらかであるが、Maerskは次世代最大船型といわれる12，000TEU型の建造を具体的に検討しており、年内には発注すると噂されている。この船型はLOA　350m、　Beam　56m、　Drafし15mで、甲板上横22列にコンテナを積載する。このサイズになると当然入港できる港も限られてくる。まず問題となるのは、LOA（Turnlng　Basinの広さ）、Draftであるが、アジア・欧州の主要港では横浜、神戸、香港、Singapore、　Rotterdam、　Bremer−haven等クリアできるところも多い。最大の問題はクレーンのサイズで、22列対応のアウトリーチを持ったスーパーポストパナマックス型クレーンが必要になる。Maerskは既に横浜、　Sala−lah、　Algeciras、　Brelnerhavenの専用ターミナルに本クレーンの導入を決めているのに加え、他の主要港とも話を進めている模様。Operator／ChartererOwner　　　　TEUFirm〔隻）OP丘on働Delivery　　　　　　　　　　ShipyardHapag　UoydfEBABo＆ONedlloydlSClSClaersk　SealandbMA−CGMbMA−CGMlSCgMMganlinlaersk　Sealando�olISCdMClOLlOLHapag　UoydfEBABo＆ONedlloydbonti　ReedereilSClaersk　Sea王andmiederelbe　Schif魚hrtlSCgMMbontibostamaredMCtnknowntnknown7，20己，U，goaU，77DU，70DU，7GOU，60DU，50DU，500U，4σ8U，400U，250U，，200U，200U，200U，200U，000U，000U，0004　1P453753253454532　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圏Q001／10，2002／6　，10，2003／1Q002Q000／12，2001／2，4，6Q001／9Q002／1，3．4Q000／9　，10，12，2001／3　，　6　，2002／6　，　6Q001／10，11，12，2002／　1　，　5Q001／11，12．2002〆1Q002／5．6Q001／2　，　3　，　4　，　5　，　6　，2002／2QGOV　3，5，7Q000／6，8，10，12Q001／9　，12，　2002／3　，　6　，　9Q002．Q001／5，7，7，7，7，Latest　by2003／8Q002／3，6．9Q002／3．9Hyundaicaewoogyundaicaewoogyundalndensega司hlcaewoogyundaigyundaigan｝ingyundairamsunghHIlH王hHIhmabari6，000TEU超型　計65　　　924�Mぜんきようノ絢2000　さらに、今後10年以内に出現し得る最大船型として、オランダのデルフト大学の教授によりMalaccamaxと称される18，000TEU型のデザインが先日発表された。LOA　396m、　Breadth　59m、Draft　21m、　Deadweightは約240，000トンになる。甲板上のコンテナは24列、ホールド内は20列となる。この船型のボトルネックはDraftである。21m　Draft受入れ可能の港として香港、Singapore、　Malta、　Rotterdamがあり、アジア・欧州のハブ港のみ寄．港を想定している本船型においては港そのものは大きな問題とならないが、スエズ運河の湊深は必須であり、一喜望峰回りではターンラウンドが長くなり過ぎ大型化によるコスト削減メリットを生かせない一これにはかなりの資金と時間を費やさねばならないであろう。　Malaccamaxはまだまだ先の話としても、前述のMaerskの12，000TEU型への準備の他にも、つい先日三星重工が9，000TEU型船の受注を期待している旨のコメントを出しており、10，000TEU前後の船型の発注ラッシュが早晩来る可能性は高いといえよう。ただ、このような大型船の運航には寄港地を最小限に絞る必要が出てくる。上述した港湾の制限もさる事ながら、より長い停泊日数（コンテナの揚げ積み個数が増える為）をカバーする為には、寄港地を減らすなりスピードアップするなりしてターンラウンドを維持するしかない。更なるスピードアップは燃料消費増の採算性及び環境へのダメージの観点から限界に近づきつつあると考える。もちろん、船腹数を増やせばターンラウンドを維持する必要はないが、大型化の主眼であるコスト削減メリットが得られない。絞られた寄港地で大型船のスペースを埋めるには安価で安定したフィーダーネットワークが必要である。特に運航コスト上大きな比率を占めるターミナル（積替え）部分を中心にフィーダーコスト競争力を持った船社から次世代大型船を発注していくこととなろうD　また、コンテナ船大型化の一方で、甲板上積載コンテナの事故が急激に増加しつつあり、UKP＆ICIubにおいては今期のロスの60％以上を占めるに至っている。特記すべきは、船齢15年未満船のクレームが3分の2を占めていることである。特に積載コンテナ数重視のデザインのポストパナマックス型を取り上げて、甲板上7段目も達するコンテナを安全上問題なくセキュアリングするのは元々技術的に困難な為と指摘する専門家もいる。これは経費節減の観点から総トン数を最小限にすべく甲板上積載比率を高めている為であり、総トン数ベースでの諸チャージ設定が適切かどうか疑問の声も上がっている。いずれにせよ、規模と効率という経済性を追求する大型化の波は止めようがないものであり、この過程において安全面が後回しにならないよう、厳しい競争環境下に置かれている船主・船社の努力のみでなく、政府も含めた関係者の協力が望まれる。　ここまで主として発注に関連して述べてきたが、最後に、上述の大量発注の結果として現れる今後の竣工予定をまとめておきたい。本年中の竣工予定量は竣工済みを含めて53万TEU、来年2001年は73万TEU、2002年は62万TEUとなっている。竣工予定隻数は下記の通りである。竣工予定年別船型別発注残6月末日現在2000200120022003一Tota14000（TEU）53201074100G−20004840172107200G−30003355277122300G−40001121122670400C．一557993玉3240Total200215150　　　48613注：20DO年には既竣工分を含むせんぎょう∫π’v20θ0�O25野更震災後の神戸港の利用促進への取り組み　神戸港では震災後、国内の他日や近隣諸国の港へとシフトした貨物を呼び戻すため、「神戸港利用促進協議会」を設置し、本格復旧した神戸港の利用促進を図ることを目指して、利用しやすい国づくりに取り組んでおり、同協議会には当協会阪神地区船主会から乾英文議長が参画している。　同協議会は、関係官公庁、業界団体、及び労働組合等、26の団体の代表者で構成されており、港湾施設の有効利用、トータルコストの削減、手続きの簡素化等について検討を行い、これまでに「内航フィーダー船の外目バースへの直着け」、「内航フィーダー船に対するクレーン使用料の減免」、「EDI化の推進」、「入出港ピーク時における混雑の緩和策」などについて検討を行い、実施に移している。　ポートチャージの減額によるコスト削減策としては1．港湾施設使用料の改定（平成1Q年5月1日より実施）（1）ヤード使用料体系の見直し　　従来の荷さばき施設付岸壁料を廃止し、　新たに「荷さばき地使用料」を新設したこ　　とにより、3日間のセット料金で、ガント　　リークレーンを使用した効率的なコンテナ　　荷役に対して、割安な料金設定となってお　　り、ボリュームインセンティブ機能が付与　　されており、ヤード面積、使用日数に応じ　たふ頭用地使用料との選択が可能となった。〔2）クレーン使用料基準単位の変更　　ガントリークレーン、重量物クレーン使　用料の基準単位を1時間から30分に改定し　たことにより、使用実態に対応した、きめ　細かい時間設定が可能となった。（3＞初入港船に対するポートチャージの減免　（平成10年7月1日より実施）　　神戸港に初めて入港する外航船の入港料　及び岸壁使用料を免除している。�求@内航フィーダー船に対するクレーン使用　料の減額　　公共バースに接岸した、外土コンテナを　専用に扱うフィーダー船を対象に、内航コ　ンテナフィーダー貨物の揚げ積みを行う場　合の公共コンテナクレーンの使用料を1／　2に減額した。�求@荷役前日入港船に対する係留施設使用料　の免除（平成11年7月20日より実施）　　荷役を開始する日の前日に入港し、公共　バースに係留する船舶について、荷役を行　う日の午前8時までの係留施設使用料を免　除した。　次に「神戸港EDIシステム」は平成11年10月1日から本格稼動し、運輸省と国の港管理者が共同で開発した「全国港湾EDIシステム」も10月ユ2日から稼動しており神戸港のEDIシステムとも連携している。　また、強制水先対象船舶の基準の見直し（平成10年7月1日より実施）により、強制水先対26魯せんきょう∫πゆ2000象船舶が「300G／T以上」から「1万G／T以上」に緩和され、大阪湾内における基準が統一されることとなった。　最後に、神戸市が進めている神戸港の将来計画は次のとおりである。1．ポートアイランド（第2期〉の完成　既に、水深15mの高規格コンテナバースの供用や、背後の関連用地への企業の立地が進んでおり、埋め立て完了を目指して現在も建設が進んでいる。　また、平成11年7月に、ポートアイランドと市街地を結ぶ第2のアクセスとして「港島トンネル」が開通した。2．新たな人工島「六甲アイランド南」　貿易構造の変化・輸送の技術革新に対応した、21世紀に向けた神戸港の新たな拠点として、333haの入工島の建設に着手している。3．既設埠頭の再開発　突堤間を埋め立て、船舶の大型化、近代化に対応している。　また、背後の埋め立てた関連用地には物流関　．＝．．・7・・：・連企業を誘致し、新しい埠頭と一体となった、近代的な埠頭として再整備している。4．耐震強化岸壁の整備　阪神大震災の教訓を活かし、港湾施設の復旧に際しては、耐震性を向上させている。　また、地震に強い耐震強化岸壁を、機能別にコンテナを含む合計17バースを分散して配置し、地震に強い港づくりを進めている。5．神戸空港の建設　「空の港」神戸空港の建設を、ポートアイランド沖約3�qの海上に建設している。（阪神地区事務局長　谷ロー朗）匿霜［〕　・編、　　　　　　飾軸魎慰奪ミ籍　　　　　専鰯・崎　　　　　E・。諒駒畑住言，グ∠　　　　、，．鎧　　　。．ト壁虚魏烈　　　・一ミアル　鵜乃7乙ワー　　　　月戸π鷹　9一ミナル一謹　　　嗣畑へ　　　　勲摩尽　　．　　　サせ　セニらゑ　　属、．．、トノ鞠衡　　　　／　鉾、裂，、．ll華、。　1’．．』−．．號こ・四脚持蝋鋸萄一一蝕誌　　　F7　　　　0」瞭か@。3　そ駒．　　　　c・　　！’♪κ　　　　　e5　　　　　　遺　　　　　　　　がξ司「昼〜移／　〆F　測別郭〕＼　　　皿陽亜司3号　　　　　｛ヴ、　　　　　　⇒、，　　　　　コ瀟」　争　　　　秀第「　　　’�j　　　離猟　ナ　　　　　　　「キ　　　　　　　　　還陪皿隆　　〜侮　　　　Q％局親格コンテナターミナル面鮒ヒ岸壁廿ん宍よ「　彦，汽1ワn〃｝魯ワ7ヒ　　れき…．幾　隔　　　　　　　　　　　，・一・D♪　　　r〆｛∴概誓　　へ〜lq！．ヂ弊．ジ・llぷ』り　　く野継．．、ド．、’…懸瀦“｛v〆〆〆〆〆〆・避難：．　　　モ騰：コ疑．もんな罵と1嚇誉搦り馴し循◎船員災害防止協会専務理事大谷浩二　　　　　　　　し　　贋介してみたいと思う。　　船酔い　　　商船大学1学年次の1ヶ月の実習。長崎から　　神戸に至る3日2夜の航海。今にして想えば時　　　化とも呼べないような海に揺られて塗炭の苦しみを　　　味わい、この間に喉を通ったのは僅かに林檎ユつ。　　　体重は一4kgと極めて効率の高いダイエットでし　　　たが、一時間真剣に退学することまで考えた程。　　　それでもいつの問にか「適当に揺れた方が食欲　　　が出る」などとうそぶくようになっていました。常識？の逆転　LAからホノルルに向かう帆走航海中、時は7月初め。回る日を境に太陽の赤緯が本船の緯度より北になり、太陽は東から出て北に正中し西に沈む。小学校で習った「お日様は東から出て、南を通って西に沈みます」が絶対の真理ではないことを体験して、かなりのインパクトを受けました。今回では、あっという間に南回帰線の更に南の国へ飛んで行けるので、こんな風には感じないのでしょう。言葉をめぐって一TooとTwo一　カナダ西岸北部のプリンス・ルバートを訪れた時のこと、一日招かれて或る工場の見学に行きました。日本の練習帆船の実習生達の訪問ということで大歓迎。昼食は社員食堂で。美味そうなビーフステーキがジュージューと音を立てています。そこで身体の大きな実習生のA君。「ビッグワン」と注文をつけたところ、プレートからはみ出す程の特大が来ました。それを見てさしもの彼も思わず「Too　Big」と云った（云ったつもり）ところ、コックさんが呆れたという表情で「One　More？」と云いつつ更に特大の一枚をA君のプレートへ。お蔭でA君、他のご馳走は何も食べられないことになって、ボヤクことボヤクこと。浮島の群と鯨の群　1964年、ブリスベーンへ向かう航海の途中、遺骨収集団を乗せて第二次世界大戦の激戦の地、ガダルカナル島に寄りました。このガ島航海には想い出すことが多く、その！つはニュージョージア水道を航海中に遭遇した群を為して漂う浮島。夜の当直、レーダスコープ上には点々と大小様々な映像。光なし、音なし、匂いなし、そして一向にこちらを避ける様子もなし。右に左にこれ等をかわして、すれ違う際にはウィングに出て双眼鏡で凝視しても、何となく夜の闇より更に暗いかたまりが過ぎて行くだけで無灯火の漁船でもない。夜明けの光とともに正体判明。本島の岸の一部が風浪で挟り取ら28�Qせんきょう」ゆ2000攣〆〆〆〆〆〆〆〆〆〆〆〆7つの海のこぼれ話れて漂い始めたとしか思えぬ大小の浮島の群でした。　復路は、この水道のずっと東のブーゲンビル海峡を北上。一日救命艇操練で、ボートを降下すると本船は遙か先へ進んでからボートが追いつくのを待っている。とボート至近の海面に一頭の鯨が同行。気がつけば我がボートは鯨群の中にあって、風上で潮が吹き上がれば生臭い風が鼻をかすめる。ホエールウオッチングなんて余裕もなく、今にも底から持ち上げられそうで、一刻も早く本船に帰りたい思いがしたことです。それにしても、昔の鯨漁師達や、「白鯨」のエイハブ船長、スターバッター等航海士達。なんと勇気ある人達だったことでしょう。トンガの木彫り　南太平洋のトンガに寄港。皆の興味は素朴な木彫りの人形。　値段は、近い将来に大型客船の寄港予定があるか否かで大きな開きがある由。幸いこの時は、翌年1月までその予定はないとかでリーズナブル（？）。そのため本船からの購買客が殺到…他には何も無いのも一一因…。在庫が切れて、本船バースから街までいたる所で注文を受けた職人（？）が盤を振るっている。　前日に注’除した作業場…と云っても露天のアンペラ1枚敷…へ友と3人で出かけてみると、A君　　．潭のものは目下仕上げの最中。「私のは？」と尋ねると様。出港時迄に間に合うのかどうか…実に大らかで、のんびりとしたショッピングでした。　　　　　　’。を走る船の夢　　診　この頃こそ見なくなったものの、先頃まではよく、　　．ダ商店街の中や、野原を流れる細い川や、底が丸　　．＼ねてみると、この種の夢は大多数の航海士や元航と、おしなべて「否」の返事が返って来た。思っているD　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　診寵亀鑑一一。。＿盆6　日本船員福利雇用促進センター（SE一／COJ）は、国際船舶制度推進調査第エ2回委33員会（委員長：谷川久成瞑大学名誉教授）日　　を開催した。　　（P．14海運ニュース内外情報参照）16　国際海事局（エMB）は・今年2月にタイ日のプーケット沖で海賊に襲われた日本船社　が運航していたケミカルタンカー「Global　Mars号」が香港付近で見つかったと発表　　した。の税関システムと運輸省の入出港管理システムを2001年をめどに接続すると発表した。30　　発展途一ヒ国に対する海事関係の国際協日力を推進してきた財団法人海事国際協力セ　　ンター（MICC）が解散した。なお、同センターの業務は、財団法人日本船員福利雇用センター（SECQJ）および財団法人海事産業研究所に継承されることとなっている。21　当協会は第53回通常総会を開催した。日（P．1特別欄参照）23　中央職業安定審議会は港湾労働部会を開日催し、改正港湾労働法で新設された港湾労　働者派遣事業の申請者の許可基準や派遣労　働者の就労日数の上限等、政省令・大臣告　示・許可基準案を承認した。28　大蔵省・運輸省・海上保安庁は・入出港日手続きのワンストップ化を狙いに、大蔵省30§せんぎょうノz砂2000海運関係の公布法令（6月）��　国土交通省組織令　　（政令255号、平成／2年6月7日公布、平成　　12年6月7日）�D　国土交通省設置法第4条第29号の業務等を　　定める政令　　（政令第297号、平成12年6月7公布、平成　　13年1月6日施行）�K　独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政　　令の整備および経過措置に関する政令　　（政令第326号、平成12年6月7日公布、平　　成13年1月6日施行）�K　船舶のトン数の測度に関する法律施行令　　（政令第332号、平成12年6月7日公布、平　　成13年4月玉日施行〉�堰@核燃料物質等の運搬の届出等に関する総理　　府令の一部を改正する総理府令　　（総理府令第60号、平成12年6月13日公布、　　平成12年6月16日施行）�K　港湾運送事業法の一部を改正する法律の施　　行期日を定める政令　　（政令第371号、平成12年6月3Q日公布、平　　成12年11月1日施行）�K港湾運送事業法施行令等の一部を改正する　　政令　　（政令第372号、平成12年6月30日公布、平　　成12年6月30日施行）ぜんぎょう1〃1v　2ρ00�J21．｝｝．00θZ砂ザ⊆平皐ツ再�QZε。嵜麹￥！〔彪虫�Aワ・1．二号（ρω堅4r轟く4￥1〔19目瞥�A。セT＝，・睡蔓我壬一三6・マレ6‘しム�@　　ぼ‘）zセ1‘e9ε9℃1肺τ0ε09謬0OZI‘セgz乙‘ウ818‘1981‘1τ08呂99ラ5119998ト乙09セ’乙L工9099ε99989‘セ99セ‘9εε8‘τ二9ゼ60乙9セ‘6900ガセ乙ε1‘6τ9砿0セεε0ε991‘990rεIz∠‘εε09‘II酋z∠98‘IIラ乙6959zセr乙1igI9⊆ラ9セ0ε9ε8‘ε乙8εトεa冨∠‘乙仲9‘OI0挿9‘0王ε699℃89ガ廿10∠乙18ε0Pε6’99乙乙〜9IDゲ9890」919工9ε8ε‘9τ8乙0乙‘ラ9据Lセi080乙6客0乙89し乙6帥レセ6τ9L乙乙9Q」9109τ二〇Z�d9工．1　000Z906‘τ0廿9‘II06εo正OOεεε08レ」9乙68‘s0乙9‘96∠9‘乙τε砂IZO℃1zτ9正ε‘セτ尼rセ1OII認19仲61セ乙ラ‘セ9セ9‘．レ0呂乙‘冨9εゲε10セτ9乙9‘ε1II9．Prセ客98‘ラτ81Pε1z9ε0εga‘9％6‘ε699‘工zεs5110セ正z乙がIIOI　6661189℃εFεガ6尻乙80LI60ガ正死客℃2εz60εト乙9セ8r999ヨ9℃ε18ウ‘091シ0εし1Izε‘IPI666正00乙‘泥乱659ετ08乙‘166ウ」Z0085ε9ε8ヤ66L廿9τ0＄℃9826L距Iz9‘セ81ε1乙‘1二6r98工86610冗‘εセ89セ」09iε69冨τε‘乙死乙℃690‘1199‘9996r∠9おか9セεεε‘ε6正ε99‘ビ966L96τ乙661918‘6ビτ99‘仲正∠9∠Io9‘9τ9乙‘ε9686ε9‘99609」69セ乙ε‘セ96a6℃OZ8∠ラ‘ε乙0セ‘ε0乙9661190’6セZO8‘槻1ε08シgo‘91ラ6‘19呂9‘工Igz冠9τ乙ε‘999乙ガ8セ1εガ乙91正16筆客ラ9‘客乙τ966τgz8’9セ∠0τ’‘9二10ε9’τ09ゲセ∠乙セ‘εセε9‘乞66ビ‘8919乙‘坤966‘沖セ1乙℃91セga‘正18乙ポ081セ66正P叫∋ddp工恥（ρを博融罫磯μ‘4Y旦聴箒旦駄犠禦　　斑取由催　M「1告目　皆）4r〃く4・垂幣馨蚕↓呈　号躍出晦享鴨阻毎1聯彦図〔↓／販π」：率｝亦）06’80τ09’セOIεZ’90モ996’60τ99’901τr801999’90／0乙’ウ0正8γ90i盲O巳’6肌QS’9航τム’go工90左III9ε’乙OIラε’60正冨98’90109’乙0τ91’901財τ由000乙09’εOi9FZOI89’乙OIε正9ε’90109’ε0196’ラOIII96’孟OI90’セ0τ∠6’901OIε6’OII．8セ’セ。τ乙9層乙OI609’凱陣君8’肌1Dガ9τ工899’ZZI0乙’91198’61τ乙0乙9記τ乙1’81106’0乙1甘9身66610セ’91τ8ε’1正正τ6’εII666100’∠廿19乙’再168’0ε正8661銘’1ε正9ε’III00’IZI乙6611ε’OIτ90’866乙’80196619乙’セOI0ε’0890’セ6966100’6019セ’96死’♂OIセ66τOτ’0910ε’砿ττ8’セ．虹066τ軍彫曹糾矧筈轍（闘目　虫（轡目羊購亘馳茎猶琴）多≧鶉季�F警手旨掌b」「1f｝1》kI1準　’己晋≦￥k［｝当準r�F警‡⊆且甲目鼎瑠目1｛菖杢ヒ　’ε　　　。身ア＝｝羽…携暫菖昂狸Y　　（王た）量’61ε98189ε乙9‘ε998‘ε9ε’88’8仲1‘正セεa℃8乙ε‘ウヤ乙’61a’680τ‘／ε69‘ε90乙‘セεモ’工．しugI6乙工‘工9965z9εrセζ6’0正8’1一遇9066‘ZII9℃Hi専000ビ8’9τセ’ε認rI8ラτ‘εε乙zしセ乙正9’91乙’9P99死乙‘ε688℃1τ8’τ　▼乙’9　▼0乙r正ε96‘客冨εrウoτ9’9　▽1’乙　▼ε8sて∠88‘ε1乙客5セ68’ε　▼6’9　　▼客0乙9εo‘ε8εガε89’8　▼9’乙　▼6梶‘モo乙6‘z6隠‘ヤム8’9　▼∠’9　▼9乙rI816宅960�h9客’ε　　▼6’II　▼8ε89εガε199‘ε冒9由66610’セ　▼r9　▼agε客1ウOZし9ε乙99‘乙セ666τ9’OI　▼9’o　▼II6‘ε1ε99‘9ε9セ9‘09866τ8’二6℃正186‘6996‘0セ乙ε6‘09乙661ε’a9’zZ86‘68�e9覧soε〜陰唄S66王8’919’6109‘乙998‘εε二9ゲτセ06618’ε　▼0’ラ0乙8℃τ980‘1999塾し1セ986iY　騨甲　鱒（JIつ）（aOJ＞〔％）訂餅圓ゴ凶巨・羽コ鶉阜麟叩（▼）YY　尊車甲　騨巨　」｝（hj爲。工）　−■琳藻薯…ヒ君季�F亘瑳箸甚国μq匡’Lしもw））u99’仁「臆ヒd撃．∀斜・動卑牌胆睡・へ餌］ゆ乙4頭�H。（碑暫＝鵬座曝辛脚q互8丁育A』〆q昌昌鱒�A・賀コ悼露一4‘縛闘騨ロ�@（翼）　　89’91@　69’9｛@　09’宕1@　0Z辱ε1Orlτ　Q9’正正O9’II　Oε’SI09’H　　9どHXガII　OO’セ1@　0ε客丁　　一@　〇〇’a　　　@　＝@　Q9’6@　　＝O096　　09’6＝＝＝　　　@　09’ε1O0’ε1　98’ε1@　＝O8’OI　96’o工@　＝　　　盾刀f6　　9ポ。工　　　一@　91’6　　00’εZ�ｓ’t乙　99’ε乙O0’乙Z　9∠’三二盾潤f1z　oo’zznO℃ε　09’ε乙XZ’τε　09’Zε9ム’｛〉乞　gz‘τznO　9乙ε　OO‘εビO∠’iz　OO’死X8’6℃　Oτ’Q乙O998τ　OrO冨盾潤f9工　Q9’s工O9’⊆1　09’匹正O9’9工　Q9’Q客Xε’シ1　9ε’81�ｚ’飢　　oo’8τX客’ラ1　00’孟1X乙’9正　00’91ZTgOI68乙99セe客1顎階　　旱皆割誉　　章奮顎陶　　章碧顎階　　攣誉顎階　　章暫易轡　　豊筈oooz666τOOG乙666τoooz666℃取冒願巫／乙4‘μ平臥／剤壁＊オ＊巳／乙4‘μ（へ尉湧縢）（糎／乙4r耳・蛆／鯉緋・朝／乙4側鰭’9ハT＝甥雛（ρ丁鷺茄ノσ互OZ撃穿ゑn�H・覗一41‘一4ビ魂4‘一ム判：｛輔．�B。糾躍沓撃銘毛q凋射�F二4．4�F　　。（ρ阜曾@　　　・曾甲＝1・1…＊要匹一イr髭皐謄闘群5睡率日�@　　（罫〕00’08　00’96fO’9乙　OG’乙6O0’セ9　00’98O0辱99　00「0乙O099ラ　00’99O0’0セ　00’09DO’oセ　gz’9セpO’0セ　00’帥O0’9セ　9乙’ε9fO’eセ　Q⊆’雛O0’9ε　00’9セXガ9ε　oo’sヤO9’∠ε　00’99fS’ee　帆’乙セO9’εε　00’QウO9’Zセ　09’乙9O0’09　00’99OD’正9　09’Z9鉱’εセ　gs’gsnO’坤　　曳’ε9O⊆’19　00’99pQ’Qセ　QQ’gqn9’乙9　09’99cO’99　DS’乞乙O9’99　09’乙乙nQ’6g　o9’ム乙O0’99　09’δ乙cO’99　09層ゐ9O0’9セ　00’09O9’zセ　09’9909’96　09’91正X乙’＄6　9乙’UInO’8Z　OO’96O0’乙g　o9’z8O0’ラ9　00’99O0’8セ　00’9909・乙�e　　　oo’99　　　GG’8�e　　　　9ム’zgnO，セセ　　　　00　’乙9　　　　09　’∠廿　　　　00　’agnO　’8セ　　　　09　’F9　　　　09　’冨9　　　　09　’乙9Xム’9P　　O9’Z9　　00’仲　　OO　909O0’9ε　　　00’0セ　　　00’09　　　00．08@　　00982　　　　　9乙’マ乙　　09’z8O0’9セ　　　09’ε9　　　09．乞9　　　　00’9五X乙’乙ε　　　09’乙セ　　　　oo．6g　　　o9’乙8O0’9ε　　　00’9セ　　　　OO’99　　　09’客乙O0’τ9　　00℃占　　oS’ん9　　00’Z8O9’69　　　099三共　　　00’09　　　00’69X∠【D9　　　09．乙9　　　00’09　　　00’Z9乱正10168ム99　セ　ε　z　I封習　　禦碧箏階　　章喜劉警　　章誉顎階　　豊響罫警　　　1鰹警　　魯碧　　　睾警Gooz666工966τGGoz666モ　　　　　　　　　　　　　866正瞭巨＊凋／製を44‘yこ仁日／皐1堀44rこゾ（来靱／姦444r》！・宰巳／隻…｛444‘》！）甲≦剴�h�p言eE6L嘱し蝸6し9おし　　　曳嘗鵬巳」�t配　　　　　665」866L‘66巨　　　　総6［�求ｺ日61oO　　　Oρ9壁靱璽／乙4rg@　　　　＼　　　　西一＿mo」　　　^＼・ぜL、1、1r＼@　　、　　　、来靱／鐘4研‘y＼09’9L　　q弔へ9L宰日／煮曼判に！l　L　L｝、　　1　　　　　　　　’@　　　　　　　1Oε　　　　　　　　1！、@　1　　’　　　　　　島@　　　’ハ　�dへ　　’1�／ヤ瀞　＼　’、　v0ε【’、　’Lr戟f　　　　　　　’l　　　　　　　　’9弓／、！宰日／乙qr鐸DOし肥　　QOl0995中日／姦4僧ly99礎帥09gr　D董1帥凹「』｝｛駈1巫／・解・側／亡霊コ醇・／・網鰭｛11∫〕腺羽／製キ4り巾、畑ノ録き鞍孔M翻／．ヒ．　　石炭いンプトンローズ／団わ・鉄鉱石〔1がロン／三国L川ロン／酷1〔ド1レ1252D15ヨ05o石炭（ハンプトンローズ／日本）／／、@＼鉄鉱石＼（ツバ［］ン／日本）＼＼、〆、＼、、〆、1／、！り、　／冒f＼、／’11ず＼、、　〆@／m／へ、　へ／／鉄鉱石（ツバロン／西欧）旧95【年1】99619971gge旧992000〔ドル｝25　qoo2015105鋤25D2DD15DLGO50口　　D運賃指数　　一nンアイー_ーティーへ弧　　点@　1、P、　覧　　　　へ　　一ｪン7イーNリーンa、、ll〜＼’’　　�ef’　　、L1ρ“　lll　l／　　A一　小型oー@　＼　　rA！、n　　r＼　　　〉、ゾ、　へ’ノ　L@、?^！　、　　、！、＼　　1uLCC1旧95倒1996199フ19四19992�o4DO3D9250細15D1冊5D06．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位　　ドル）ハンプトンローズ／日本（石炭）ツバロン／日本（鉄鉱石）1ツバロン〆西欧（鉄鉱石）月次19992000／9992000　119992000最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1一『一一4．30　　3．506．25　　　6．002一11．00一　4，40　　3．757．85　　5．003』一一11．754．45　　3．458．204『　一一4．00　　3．508．05　　　7．255一一『「一5．05　　4．607．50　　6．906一一一11．504．10　　2．2D7．60　　6．707一一　89．256．854．70　　4．4Q9一一4．2010一一6．2511　一6．40　　　5．7512一『6．25（注〉�@日本郵船調査グループ資料による。　�Aいずれも8万D〆W以上15万D〆W未満の船珂白によるもの。　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。7，タンカー運賃指数タ　　　ン　　　カ　　　一　　　運　　　賃　　　指　　　．数月次199819992000VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・C12345678910111255．3T4．6U8．6V2．4V0．3V5．2V42V53U0．3S7．2T4．0S8．6110．4P04．8X6．7P06．1X1．8X8．2PQ4．8X9．6W8．9V9．2W2．4W82150．3P42．lP32．9P45．7P22．1P19．8H36．3P29．2P202P07．2P17．0P19．8140．7P54．5P46．5P60．6P56．6P70．8H67．4P68．0H65．4P58．3P46．7P33．3175．0P71．4P75．5P61．9P55．1．P52．0P6Q．9P59．7P52．3P51．3P60．9P82．353．5T8．7U2．2S8．8R7．8S0．7S9．4S2．3Sユ．3S7．0S．9．5S4．891．2X5．8X2．1X3．9W8．13W5．8V5．7V4．3V3．3V1．3W2．5XL2116．8P38．0P13．8P36．7P28．2P21．4P24．0P12．9P08．l撃n9．8P10．9P06．3150．0P61．2P64．3P67．5P76．6Q09．9P96．3P60．0P62．1P53．6P41．7P46．9198．9P65．7P59．3P44．2P58．3P5ア．3H64．5P59．1P4．7．9P51．3P5D．1P44．．148．DT3．3T8．3U9．6W1．492．8P07．8P］．5，7P34．9P26．9126．2P41．1P63．7P95．7P77．4145．9P5‘L3P6ア．3P85．6P87．0148．4P69．9P89．4P96．8Q05．3平均63．095．9128．5155．7163．148．084．60l18．9165．8158．4〔注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。〔シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年ll月に合併）�Aタンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　　指数の5区分については、以下のとおり　�CVLCC：15万トン以上　；��中型：7万〜15万トン　δ小型：3万〜7万　　　トン　��H・D＝ハンディ・ダーティ＝3万5000トン未満　審．H・C＝ハンディ・クリーン＝全船型。34§せんぎょう〃砂2000瞳　、賦’　．、用船料指数係船船腹貨物船定期用船料指数撒Boo鞠　姻　�o　�o／（1冊嚇100＿＿醐450　1000@万ロへlr�３50　　巳00o　　6DO胸250へ！　、@　、一　　　、2甜Q99200　へ〔＼！　　》’ハタンカーr一]＼貨物船航海用船料指数、一＼　　、！　　　　〜@　　ノ@，！黶@’、、　、@、A「4DO150（1965，7〜1966．6＝1QO）、V�d〜　ハ　　、！ハノ、I　　覧，、1’　　　、　　　》、1「P　　ハ、　舳1　　鞠A田qoo@　鋤T0O　　　　0貨物船�j！「「αo200O1995年〕199619971gga199920QO聖995［年11996ヒ9971998】99920go8、貨物船用船料指数貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次199519961997／998199920001995199619971998199920DD1234．0207．O209．0189．0166．0190．0358．0380．3347．0277．D231．O222．02227．0202．0197．0186．0170．D191．0358．0386．6332．0254．0229．0231．03229．O192．0199．0171．0169．0190．0366．0339．4341．0260．O219．0231．04243．0192．O197．0173．0172．0191．0377．O363．0354．0262．0221．0246．05245．0196．0190．0173．0173．0193．0402．0350．0342．0262．0238．O252．06239．0195．O184．0175．O176．0390．0339．0326．0292．0238．07230．0186．0183．0167．O179．o426．0339．0338．0266．0226．08218．O189．0196．0165．0工78．0391．0289．0330．0210．O233．09220．0186．0190．0164．0185．0364．0293．0327．0208．0238．0工0221．O176．0191．Q165．O工85．0355．0294．Q316．Q222．o241．011198．0188．0189．O170．0195．0344．2323．O290．0231．0254．012209．0211．0186．0168．0192．0374．7323．0294．0232．0237．0．平均1226．1193．3192．6172．1178．3375．5334．9328．1245．5233．7〔注）�@ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナ　　　　ルはロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年ll川．こ合併）�A舟”二海用般料指数は1955．7−1965．6置100定期用船料指　　　　．数『ま1971＝1000．｝9．係船船腹量の推移199819992000月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千G〆T千D〆W隻数干G／T千D／W隻数千GIT千D／W隻数千G！T千D〆W隻数千G〆丁千D！W隻数千G／T千D／Wユ23456789101112250　　2，063　　2，423Q44　　1，911　2，220Q46　　1，957　　2，281Q47　　2，028　　2，381Q56　　2，092　　2，44．8Q59　　2，171　2，546R10　　2，848　　3，408R1／　　2，816　　3，420R19　　2，852　　3，420R26　　2，885　　3，420R24　　2，915　　3，515R24　　3，004　　3，718571，4502，466T51，4602，492T81，7443，066T61，6752，927T51，6652，889T41，6812，939T82，0183，631T82，0183，621T71，7262，941T31，4532，479T0L4G72，415T11，4652，528328　　3，242　4，060R王7　　3，094　　3，830R12　3，248　4，135R06　　3，321　4，275R03　　3，1／4　　3，949R28　3，503　4，535R29　3，374　4，345R41　　3，407　4，377R44　3，514　4，560R55　3，544　4，576R4了　3，332　4，248R55　3，456　4，449511，2052，125S7　9071，487S51，0041，720S91，1831，g43S91，1741，926T01，3S72，485T01，3632，443T11，5122，639T01，5072，631S91，1411，940S71，2362，193S61，2932，308333　3，252　4，134R13　　2，984　　3，758R10　　2，949　　3，680R12　　2，921　3，599RG5　2．773　3，381Q99　　2，690　　3，269461，2652，292S61，1922，221S61，1922，221S61，1722，257S3　9141，698S21，1272，194〔注｝　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。†ナム」宍よ二〜　為，ハFクηηη画q尺編　P；記．．奪．、貞　インターネットやパソコン通信がこれだけ普及すると、居ながらにして様々な情報が入手でき、誠に便利な世の中になったと感じる。一昔前だと収集するだけで相当の時間を費やさなければならなかった情報が瞬時に手に入るようになり、連れてビジネスのスタイル、テンポも急速に変わってきている。ところで情報が容易に入手できるようになると、個々の情報が額面通りに信用して良いものかどうか、時々疑問に思うことが多くなってきた。これが単なる個人的感懐によるものかは別として、最近の例で景気動向指標に関する推計と実績数値の取り扱いにっき一悶着起きたように、情報があまりにも簡単に取れるようになったが故に、ついつい何の疑念もなく引用してしまい、後になって目的の情報とは違ったものだったという場面が、ますます増えてくるのではないかと心配する。少々飛躍するが、昔、災害発生時に流言輩語が思いもかけぬ二次災厄を招来してしまったというようなことが、今後インターネットが原因で起きないとは限らないのではないだろうか。　翻って情報発信側で考えると、ワープロから始まってPC上で文章が簡単に作成できるようになり、安易にメールやら報告文を作成してはいないか、受信者・読み手に正確に情報が伝わっているのか、最近いささか気になるところである。漢字一つとっても、辞書無くしては到底36�Qぜんきよう∫め2000書けそうもない「魑魅魍魎」の如き言葉が造作なくPCで記すことができると、漢字・作文能力が老化との相乗効果でどんどん低下してしまうのではないかと不安を覚える。そうかといって推敲を重ねているとスピードが勝負の時代に生きてはいけない。美文はビジネスに必要でないにせよ、せめて相手に誤解を与えないよう、簡潔に情報を伝えられるよう、生き物としての言葉を大事に扱い日々幾ばくかの研鎖を積んでおきたいと思う。同時に死語にしてしまうべき言葉が復活して、世の中に「跳梁蹟雇」することのないよう心して見張っていく必要があるとしきりに考えるこの頃である。　　　　川崎汽船総務音匡」肩幸艮広報室長　　　大滝光一せんきょう7月号　　No．480（VoL41　No4）発行　平成12年7月20日創刊　昭和35年8月10日発行所　社団法人　日本船主協会〒102−8603東京都千代田区平河町2−6−4（海運ビル）TEL．（03）3264−7｝8］（総務部広報室）編集発行人　鈴木昭洋製作　株式会社タイヨーグラフィック定価　407円（消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を　　　　徴収している）’）．．）．　　醗ミ’　　　　　　　■階．奮　　，！．，、匿ヒ魅慌万＿．，．．＿＿．，＿一堺．r．．＿．．＝　　　　　　　　、，．r＿∵州＿π，．；、．ア．「．7．多ノ今回、登場して頂くのは第�O回　　　　　　ミ�B．皿ﾖ　ノ飯野海運�椛獄ｱ企画グループ関係会社チームリーダーこし輿寿之さん（3磯）でず．3．御社の自慢といえば？　当社の看板は何と言ってもタンカー、当社ではタンカー部門をオイル、ガス、ケミカルと3つのグループに細分化し、それぞれが過去から蓄積された独自の運航／技術ノウハウを売り物に日夜営業活動に励んでいます。�e1一．1よ暫無燈甕難訓　本業の海運、不動産関遵のみならす、コンビニ、スポーツクラブ、フォトスタジオ等多種多様な当社グループ企業のサポート及び管理が主な業務です。　入社以来企画一ガスタンカー一商社への出向一オイルタンカーと廻って、古巣である現在の部署にこの6月に戻ったばかりで、今の仕事に慣れるのが先決ですが、余裕ができれば当社のもう一本の柱である不動産業務の勉強を始めようかなと思っています。4仕華讐搬　ガスタンカーの営業に携っていた頃に、大型LPG船の新造リプレース案件の立案、顧客との交渉、成約、契約書の作成とプロジェクトの一連の業務すべてに関与できたことでしょうか。成約後上司と交わした祝杯の味は今も忘れません。9馳飯野海運�鰍ﾌ事業概要　当社はオイル、ガス、ケミカルの各タンカークループと貨物船グループから成る海運事業部門と、貸ビルを主体とする不動産事業部門より構成されており、関係会社においては小売、飲食等の異業種にも参入しています。塵船が支える日本の暮らし悔・J・p・・e・eship・wne・・『A・・…a・1・・　　http＝〃www．jsanet．or．lp／

